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序     文 

 

エチオピア連邦民主共和国の母子栄養改善プロジェクトは、オロミア州の対象地域において、5

歳未満児と妊産婦・授乳婦の栄養不良が減少することを目的に、2008 年 9 月から 5 年間の協力期

間として開始されました。エチオピアでは特に 2 歳未満時の約 69％は慢性栄養不良であることか

ら、2009 年から国家栄養プログラム（National Nutrition Program）が制定され、その 1 コンポーネ

ントとして慢性栄養不良児予防に向け、地域に根ざした栄養改善活動（Community-Based Nutrition）

が推進されることとなりました。本プロジェクトはこうした取り組みの更なる推進・普及をめざ

すものであります。 

今般、本プロジェクトの実施機関の中間地点を迎えるにあたり、エチオピア側と合同でこれま

での活動･成果の達成度を確認し、プロジェクト後半の方向性及び活動計画を検討･確認するため

に、2011 年 7 月 18 日から 8 月 5 日まで、中間レビュー調査団を派遣しました。本報告書は、同

調査団が実施した調査及び協議の内容と結果を取りまとめたものです。 

ここに、本調査にご協力を賜りました関係者の皆さまに深甚なる謝意を表しますとともに、今

後のプロジェクトの実施･運営に際し、一層のご指導、ご協力いただけますようお願い申し上げま

す。 

 

平成 23 年 8 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

エチオピア事務所長 大田 孝治 
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ANC Ante Natal Care 妊産婦健診 

CBN Community-Based Nutrition 地域栄養改善（プログラム） 

CC Community Conversation 地域住民との対話 

CHD Community Health Day 地域健康の日 

COBANA Community Based Nutrition Approach 
地域栄養改善アプローチ（本プロジェク

トの通称） 

C/P Counterpart カウンターパート 

DHS Demographic and Health Survey 人口・保健調査 

EOS Enhanced Outreach Strategy アウトリーチ活動促進戦略 

FAO 
Food and Agriculture Organization of the 

United Nations 
国連食糧農業機構 

FMOH Federal Ministry of Health 連邦保健省 

GMP Growth Monitoring Program （体重測定による）発育モニタリング 

HC Health Centre ヘルスセンター 

HDA Health Development Army 健康普及員 

HEP Health Extension Program 保健サービス普及プログラム 

HEW Health Extension Worker 保健普及員 

HMIS Health Management Information System 保健情報管理システム 

HP Health Post ヘルスポスト 

HSDP-IV Health Sector Development Plan IV 
第 4 次（2010/11-2015/16）保健セクター

開発計画 

IEC 
Information, Education and 

Communication 
情報教育コミュニケーション 

ISS Integrated Supportive Supervision 包括的支援スーパービジョン 

IRT Integrated Refresher Training 統合再研修 

MCH Maternal and Child Health 母子保健 

MDGs Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

MUAC Mid Upper Arm Circumference 上腕中間点の円周測定 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

NNP National Nutrition Program 国家栄養プログラム 

ORHB Oromia Regional Health Bureau オロミア州保健局 

OTP Outpatient Therapeutic Feeding Program 外来食事治療プログラム 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

TFP Therapeutic Feeding Program 重症栄養不良児の食事治療プログラム 

TFU Therapeutic Feeding Unit 食事療法センター 



 

TOT Training of Trainers 講師養成研修 

TSFP Targeted Supplementary Feeding Program ターゲット補助食配布プログラム 

TSS Technical Supportive Supervision 技術支援的スーパービジョン 

UNICEF United Nations Children’s Fund 国連児童基金 

VCHW Volunteer Community Health Worker ボランティア地域保健員 

WB World Bank 世界銀行 

WHO World Health Organization 世界保健機関 

WFP World Food Program 国連世界食糧計画 

WorHO Woreda Health Office 郡保健事務所 

ZHD Zonal Health Department 県保健局 
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評価調査結果要約表 
 

１ 案件の概要 

国名：エチオピア連邦民主共和国 案件名：母子栄養改善プロジェクト 

分野：母子保健 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：エチオピア事務所 協力金額（評価時点）：2 億 3,400 万円 

協力期間 （R/D）：2008 年 7 月 8 日署名 

2008 年 9 月 20 日から 

2013 年 9 月 20 日まで（5 年間） 

先方関係機関：オロミア州保健局 

日本側協力機関：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エ」国と記す）では、年間約 300 万人が感染症に罹患

しており、成人死亡の約 52％、5 歳未満児死亡の約 73％が感染症に起因している。感染症を引

き起こす原因の 1 つが栄養不良であり、5 歳未満児死亡率の 57％が子どもの栄養不良に起因し、

単一では最大の原因になっている。特に母親の離乳食に関する知識不足や出産間隔が短いため

に生じる第 2 子以降の子どもの食事量不足などにより、離乳食移行期（生後 6 カ月以降 2 歳以

下）の子どもの約 60％が慢性栄養不良であり、「エ」国の高い乳幼児死亡率及び子どものその

後の成長に大きく影響している。また、女性は社会経済的に地位が低いため、十分な食べ物と

医療サービスへのアクセスが悪い（痩せ過ぎの女性の割合：27％、妊婦検診利用率：30％）。

そのため、慢性栄養不良のまま育った女性が早期年齢（15～19 歳）に妊娠・出産しており、未

熟児の出産、子どもの発育不全を引き起こすとともに、女性自身の健康状態をも悪化させてい

る。 

「エ」国が従来実施してきた栄養改善活動は、急性栄養不良に焦点を当てており、即効性が

あるが、持続性の点で限界があった。長期的視点から、慢性栄養不良の原因を解決していくこ

とが重要であり、そのためにはコミュニティレベルでの定常的な CBN 活動の強化が必要であ

る。こうした状況をかんがみ、2009 年、国家栄養プログラム（National Nutrition Program：NNP）

が制定され、その 1 コンポーネントとして地域栄養改善（Community-Based Nutrition：CBN）

活動が推進されることとなった。 

これらの状況を踏まえ、2007 年 1 月、「エ」国政府より母子栄養改善プロジェクトが要請さ

れ、この要請に基づき、2008 年 11 月から 2013 年の 5 年間の計画で、オロミア州 3 県（アルシ

県、東ショア県、バレ県）10 郡を対象とし、5 歳未満児と妊産婦・授乳婦の栄養改善を目的と

した技術協力プロジェクト「オロミア州母子栄養改善プロジェクト」が開始された。本プロジ

ェクトは、コミュニティでの栄養改善サービスを促進するために、①CBN 活動への住民参加の

促進、②保健普及員（Health Extension Worker：HEW）1による CBN 活動の実施促進、③ヘルス

ポスト（Health Post：HP）2とヘルスセンター（Health Center：HC）3の連携強化、④州・県・郡

保健局の管理・指導能力の向上、⑤他セクター（農業、教育）との効果的な栄養改善連携モデ

ルの構築を 5 つの柱としている。 

今般、プロジェクト開始から 2 年半が経過し、プロジェクト期間の中間点を迎えたため、こ

                                                        
1 村で活動する保健普及員で、保健省が雇用している。全員女性。 
2 村レベルにある保健施設。HEW が駐在し、保健（予防）サービスを提供している。 
3 郡レベルにある第１次医療施設。準医師、看護師が駐在している。 
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れまでの進捗と成果を確認し、当初計画の見直しや運営体制について先方関係者と協議し、今

後の活動方針を策定することを目的として中間レビュー調査団が派遣された。 

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

＜目標＞ 

オロミア州において、栄養不良である 5 歳児未満児と妊産婦・授乳婦の割合が減少する。

＜指標＞ 

１．年齢相応体重（Weight for age）Z-スコアが-2 未満の 5 歳未満児の割合が 30％以下とな

る。 

２．年齢相応身長（Height for age）Z-スコアが-2 未満の 5 歳未満児の割合が 36％以下とな

る。 

３．身長相応体重（Weight for height）Z-スコアが-2 未満の 5 歳未満児の割合が 9％以下と

なる。 

４．Body Mass Index（BMI）が 18.5 未満の女性（15～49 歳）の割合が 21％以下となる。

５．妊娠期の貧血発症率が 22％以下となる。 

 

(2) プロジェクト目標 

＜目標＞ 

対象地区において、5 歳未満児と妊産婦・授乳婦の栄養改善を目的としたコミュニティで

の保健サービスが強化される。 

＜指標＞ 

１．生後 1 時間以内に母乳を与えられる 5 歳未満児の割合が 60％以上になる。 

２．6 カ月間母乳のみ与えられる乳児の割合が 50％以上になる。 

３．初乳を与えられた 5 歳児未満の割合が 90％以上になる。 

４．適切な時期に補完食を与えられた 5 歳未満児の割合が 60％以上になる。 

５．少なくとも 3 食品群の食品を与えられた 5 歳未満児の割合が 15％以上になる。 

６．妊産婦検診の受診する妊産婦の割合が 80％以上になる。 

７．非妊娠期・授乳期より食料摂取量が増加している妊産婦・授乳婦の割合が 30％以上に

なる。 

８．鉄剤を摂取する妊産婦の割合が 60％以上になる。 

９．駆虫剤を摂取する妊産婦の割合が 40％以上になる。 

10．HEW から栄養に関する情報を受けたケアギバーの割合が 80％以上になる。 

 

(3) 成果 

＜成果 1＞ 

住民参加による 5 歳未満児と妊産婦・授乳婦の CBN が推進される。 

＜指標＞ 

1-1．ケアギバーの 50％以上がコミュニティとの対話促進ワークショップに参加する。 
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1-2．コミュニティの 95％以上が HEW との定期会議を継続している。 

1-3．CBN のためにボランティア地域保健員（Volunteer Community Health Worker：VCHW）

が 50 世帯当たりに 1 名配置される。 

1-4．CBN 活動を実施するアウトリーチサイトの数と種類が増加する。 

 

＜成果 2＞ 

HEW が実施する 5 歳未満児及び妊産婦・授乳婦を対象とした CBN 活動が強化される。 

＜指標＞ 

2-1．HEW、VCHW の 90％以上が CBN 研修を受ける。 

2-2．2 歳未満児の 50％以上が毎月発育モニタリングを受ける。 

2-3．妊産婦・授乳婦の 80％以上が栄養カウンセリングを受ける。 

2-4．妊産婦の 45％以上が鉄剤を摂取する4。 

2-5．栄養カウンセリングを行う公共の場が増える。 

 

＜成果 3＞ 

HP と医療施設（クリニック、ヘルスセンター、病院）間の連携が強化される。 

＜指標＞ 

3-1．HP で合併症をもつ重症栄養不良と特定された子どもの 25％以上が医療施設にリファ

ラルされる。 

3-2．85％以上の HP が、リファーされた重症栄養不良児への対応について、HC や郡保健

事務所（Woreda Health Office：WorHO）と情報交換する。 

3-3．95％以上の HEW が、HC や WorHO から支援的スーパービジョンを受けている。 

 

＜成果 4＞ 

コミュニティでの CBN 活動が強化・促進されるために必要な州・県・郡保健局の行政管

理・指導能力が向上する。 

＜指標＞ 

4-1．州保健局は半年ごと、県保健局は年 4 回、管轄下の WorHO 及び HC のスーパービジ

ョンのための訪問を実施する。 

4-2．HEW の 95％以上が WorHO と HC による支援的スーパービジョンを受ける。 

4-3．95％以上の HEW が CBN 研修に参加する。 

 

＜成果 5＞ 

パイロット地域において、母子栄養改善を目的とした効果的なセクター間連携モデルが構

築される。 

＜指標＞ 

5-1．効果的なセクター間連携モデルが試行され、文書化される。 

5-2．ワークショップを通し、セクター間連携モデルの経験が保健省や他国際機関に共有さ

                                                        
4 プロジェクト目標の指標 8 と重複しているため評価の対象外とした。 
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れる。 

5-3．州・県保健局によって、成功モデルの普及計画が立案される。 

 

(4) 投入（中間レビュー時点） 

日本側：延べ 8 名 

現地活動費：8,644 万 4,192 円相当（2008 年度、2009 年度、2010 年度支出実績合計） 

カウンターパート研修：8 名参加（2008 年度 2 名、2009 年度 3 名、2010 年度 3 名） 

エチオピア側： 

カウンターパート配置：29 名（オロミア州保健局 2 名、対象県保健局 7 名、対象郡保健

事務所 20 名） 

プロジェクトオフィス提供 

 

２ 評価調査団の概要 

 

調査者 

 

総括   力丸 徹 （JICA 国際協力専門員） 

評価計画 吉田 友美（JICA エチオピア事務所企画調査員） 

評価分析 浜岡 真紀（財団法人国際開発高等教育機構 主任研究員） 

Mid-term Evaluator from C/P Mr. Solomon Negash（Head of Health Planning, 

Budgeting & Monitoring and Evaluation Support 

Process, Oromia Regional Health Bureau (ORHB)） 

調査期間 2011 年 7 月 17 日〜2011 年 8 月 6 日 評価種類：中間レビュー 

３ 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) プロジェクトの成果 

成果（アウトプット）1 

「住民参加による 5 歳未満児と妊産婦に対する CBN 活動の推進」の達成状況は中程度

と判断される。 

・ この成果達成に向け、まず CBN 研修を通じた人材育成が行われ、目標値（50 世帯当

たり 1 名）上回る 47 世帯に 1 名の割合で VCHW が配置された（指標 1-2）。 

・ その後、CC（Community Conversation）や CHD（Community Health Day）等の住民の

意識啓発が展開されている。指標 1-1（50％以上のケアギバーが CC に参加）5に関し

ては、2010 年第 3 四半期から 2011 年第 1 四半期までに計 11 万 826 名のケアギバーが

参加、これまでの対象郡全体の平均は 30％、2011 年第 1 四半期の平均が 37％となっ

ている。 

・ また、指標 1-4「CBN 活動を実施するアウトリーチサイトの数と種類が増加する」に

ついては、現在プロジェクトでは、コミュニティによる発育モニタリングや CC に係

るアウトリーチサイトの特定後、VCHW や Health Development Army（HDA）を CBN

活動にどのように参画させることが効率的、効果的であるか見極めている最中であ

                                                        
5 アウトプット指標 1.1 は当初「年間 4 回以上、CC に参加したケアギバーの割合」であったが、開催ごとの参加者集は集計し
ているが、年間の参加頻度は集計されていないため、四半期ごとの「対象ケアギバー数に対する参加ケアギバー人数」から
検証。 
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り、アウトリーチサイト増加に関する具体的な活動は実施されていない。 

 

成果（アウトプット）2 

「5 歳未満児及び妊産婦・授乳婦を対象とした CBN 活動の強化」については、一定の進

捗がみられる。 

・ 本成果を達成するために、これまで HEW（541 名）と VCHW（4,079 名）に対する

CBN 研修、研修を受けた HEW と VCHW による毎月の発育モニタリングが実施され

ている。2010 年に予定されていた VCHW の再研修が未実施であるが、その理由は、

HDA 制度の導入に伴う保健サービス・デリバリーの分担に関する政策変更に伴い、連

邦保健省より VCHW の再研修の停止が通達されたことによる。 

・ 関連の指標は、研修を受けた HEW の人数は目標値（90％）を超え、HEWs 全員が CBN

に関する研修を受けた（指標 2-1）。「指標 2-2 2 歳未満児の 50％以上が毎月発育モニ

タリングを受ける」については、計 7 万 1,588 名の 2 歳未満児に対して発育モニタリ

ングが実施された。2010 年の第 3 四半期（7 月～9 月）の実施率は対象 10 郡平均で

12％であったが、その後同年第 4 四半期（10～12 月）には 19％、2011 年の第 1 四半

期（1～3 月）には 22％まで改善されている。また、2011 年 6 月～7 月にプロジェク

トが実施したミッドライン調査によれば、妊婦に対する栄養カウンセリングは、3 県

の平均は 57.5％であった（Arsi 県では最終目標値（80％）に近い 71％、East Shewa 県

と Bale 県は、目標値の半分を少し超えた達成度）。 

 

成果（アウトプット）3 

「HP と医療施設の連携強化」を目的とした本アウトプットの中間レビュー時点の達成

状況は、やや低いと判断された。 

・ 当該成果のためにこれまで、a) 対象郡内の主要な HC における食事療法センター

（Therapeutic Feeding Unit：TFU）の設置と外来食事治療プログラム（Outpatient 

Therapeutic Program：OTP）の実施支援、b) 郡保健事務所職員に対する OTP/TFU に関

するトレーニング、c) HC による HEW と VCHW の活動モニタリング（技術支援的ス

ーパービジョン（Technical Supportive Supervision：TSS）が実施された。 

・ 2010 年 7 月から 2011 年 3 月までの OTP レポートによると、2,442 名の重度の急性栄

養不良児が OTP による治療を受け、そのうち、深刻なケースについては HC に設定さ

れた TFU にリファーされている。また四半期ごとに実施される地域保健の日

（Community Health Day）やアウトリーチ活動促進戦略（Enhanced Outreach Strategy：

EOS）を通じて重度の急性栄養不良と特定された 1,641 名が HP もしくは HC の OTP

にリファラルされている。 

・ 他方、指標に関しては、「3-1．HP で合併症をもつ重症栄養不良と特定された子どもの

25％以上が医療施設にリファラルされる」は、重度の急性栄養不良児で HC の TFU に

リファーされ、その後 HP で OTP に戻った子どもをモニタリングする仕組みが未整備

であるため検証できなかった。また、「指標 3-2 85％以上の HP が、リファーされた

重症栄養不良児への対応について、HC や郡保健局と情報交換する」については、プ

ロジェクトとしての具体的な活動が計画されていないため検証できなかった。こうし
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た指標がモニタリングされていなかったことに加えて、現在の TFU の機能が十分に把

握されていないこと、また県保健局からの必要物資の遅延なども影響したことから、

上述のような判断に至った。 

・ プロジェクト残り期間で、州保健局が実施的には推進することになっている OTP/TFU

の十分なモニタリングや、TSS に関して CBN 研修未受講の HC の職員に対する研修を

通じて、成果 3 に関して十分な成果が発現することが期待される。また、設定された

指標に関して、指標達成ための具体的な活動やモニタリング方法が十分に検討されて

いない点が散見された。残り期間でめざすレベルまで成果を発現させるためにも、こ

うした曖昧と思われる点や活動の実施方法を整理・具体化することが求められる。 

 

成果（アウトプット）4 

「コミュニティでの CBN 活動が強化・促進されるために必要な州・県・郡保健局の行

政管理・指導能力向上」を目的とした本成果の達成状況は、目標の半分近くを達成してい

る TSS の実施状況や、活動のモニタリングを通じて確認された郡保健局や HCs の支援能

力の向上から、良好であると判断された。 

・ 指標の推移をみると「指標 4-1 州保健局は半年ごと、県保健局は年 4 回、管轄下の

WorHO 及び HC をスーパービジョンのための訪問」については、「半年ごとの州保健

局によるレビューミーティングが一度実施された（37 名参加）」「四半期ごとの県保健

局レビューミーティングが 2010 年第 3 四半期以降、計画どおり 3 回実施された（37

名が参加）」6。 

・ 「指標 4-2 HEW の 95％以上が郡保健局と HC による支援的スーパービジョン（TSS）

を受ける」については、2010 年 9～12 月にかけて、HC/WorHO による TSS を受けた

HEWs は 47.6％（2011 年 1 月日本人専門家による調査結果）、2011 年の第 1 四半期に

は、HEWs の 54％が TSS を受けていることが確認された。 

 

成果（アウトプット）5 

「パイロット地域における母子栄養改善を目的とした効果的なセクター間連携モデル

の構築」に関する達成状況は十分とはいえない。 

・ これまでパイロット地域（東シェワ県 2 郡 3 村）において、離乳食加工活動、菜園活

動の試行が開始された。これらの試行結果は、連邦保健省、UNICEF、WB、NGO、FAO、

WFP、アジスアベバ大学等のパートナーに発表された。上記の試行モデルは、短期専

門家の業務完了後はローカルコンサルタントによりフォローアップされる予定であ

ったが、雇用したローカルコンサルタントやプロジェクトによるその後のフォローが

十分に機能せず、モデル確立に向けたその後の活動の進捗に若干の遅滞がみられる。

プロジェクト残り期間では、投入の強化も通じて、モデル構築及びパイロット地域外

への普及に向けた活動の促進が求められる。 

 

 

                                                        
6 州・県保健局による定期的な下部機関の直接の訪問は役割として期待されていないことが判明したため、本中間レビューで
は代替指標をもって評価した。 
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(2) プロジェクト目標 

2011 年 6 月～7 月に実施されたミッドライン調査結果によれば、子どもの栄養状態の改

善に関連した行動変容にベースライン調査時から大きな改善がみられる。しかしながら、

アウトプットの達成度は十分なレベルに達していない点を考慮すると、これらの行動変容

がプロジェクトの成果を通じたものか、他の促進要因との相乗効果なのか、あるいは他の

要因の影響によるものか等、更なる分析が求められる。妊産婦の行動変容に関する指標は、

まだ目標に対して十分とはいえないものの、ベースライン調査時から若干の改善が確認さ

れた。残りのプロジェクト期間で、アウトプットが所期のとおり産出され、外部条件であ

る鉄剤や駆虫剤の安定供給が満たされれば、プロジェクト終了時点でも現在のプロジェク

ト目標の達成レベルは維持されることが期待される。 

 

表－１ プロジェクト目標の指標推移 

指   標 
目標

値 

ベースラ

イン調査 

（2009 年） 

ミッドラ

イン調査

（2011年）

1．生後1時間以内に母乳を与えられる5歳未満児の割合（％） 60 39.5 16.6 

2．6 カ月間母乳のみ与えられる乳児の割合（％） 50 81.3 84.5 

3．初乳を与えられた 5 歳児未満の割合（％） 90 66.9 72.5 

4．適切な時期に補助食品を与えられた 5 歳未満児の割合

（％） 
65 53.9 82.6 

5．3 食品グループの食品を摂取した 5 歳未満児の割合（％） 15 5.3 29.1 

6．妊産婦検診の受診率（％） 80  2.2 82.3 

7．非妊娠期・授乳期より多くの食事を摂取している妊産婦・

授乳婦の割合（％） 
30 10.5 27.8 

8．妊産期に鉄剤を摂取した妊産婦の割合（％） 60 10.2 26.4 

9．妊産期に駆虫薬を受け取った妊産婦の割合（％） 40 9.3 16.7 

10．HEW から栄養に関する情報を受けたケアギバーの割合

（％） 
80 43.9 N/A 

出所：プロジェクト提供資料 

 

(3) 上位目標 

子どもの栄養不良状態に関しては、3 つの関連指標が示すとおり、既に目標値を達成し

ている。今後、プロジェクト終了後も対象地域に対して州・県保健局、郡保健事務所によ

る各種支援（再研修、支援的スーパービジョン）が継続すれば、プロジェクト終了後も上

位目標で掲げている効果が持続している見込みは高い。 
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表－２ 上位目標の指標推移 

指   標 
目標

値 

ベースラ

イン調査* 

（2009 年） 

ミッドラ

イン調査

（2011 年）

1．年齢相応体重が-2 標準偏差未満の 5 歳未満児の割合（％） 30 28.0 22.0 

2．年齢相応身長が-2 標準偏差未満の 5 歳未満児の割合（％） 36 39.0 23.4 

3．身長相応体重が-2 標準偏差未満の 5 歳未満児の割合（％） 9 10.0 6.9 

4．Body Mass Index（BMI）が 18.5 未満の女性（15～49 歳）

の割合（％） 
21 24.3 N/A 

5．貧血を発症した女性の割合（％） 22 24.9 N/A 

出所：プロジェクト提供資料 

*：2005 年のオロミア州の人口健康調査（Demographic Health Survey 2005 for whole Oromia Region）のデータ

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

以下のとおり、本プロジェクトで掲げる上位目標及びプロジェクト目標は、エチオピア

開発計画、ニーズ、日本の援助政策と合致しており妥当性は高い。 

一方で、手段やアプローチの適切性に関しては、コミュニティにおける保健活動の活動

主体者である VCHW 制度が近い将来、HDA に代わる方針が決定されているが、HDA の位

置づけ、活動範囲は従来の VCHW より限定的となることから、引き続き政策の変更に伴

うプロジェクトへの影響を注視しつつ、プロジェクトのアプローチを柔軟に見直す必要性

が生じている。 

 

1)  「エ」国の開発計画との合致 

「第 3 次国家保健 5 カ年計画（Health Sector Development Plan III）（2005/6～2009/10）」、

「第 4 次国家保健 5 カ年計画（Health Sector Development Plan：HSDP IV）（2010/11～

2014/15）」は、母子の栄養改善を保健セクターの開発目標である「乳幼児死亡率の低下」

「妊産婦の健康改善」を達成するための重点項目に位置づけている。 

また「エ」国政府は、2008～2013 年に実施予定の NNP を、ミレニアム開発目標

（Millennium Development Goals：MDGs）の目標年である 2015 年まで延長することを決

定した。NNP は、乳児の適切な食事摂取を含む「発育阻害減少促進戦略」（Accelerated 

Stunting Reduction Strategy）や食物の栄養価強化、コミュニティにおける離乳食の推進等

を含む。 

 

2)  日本の援助政策との合致 

対「エ」国国別援助計画（2008 年 6 月）は、感染症対策と住民に対する栄養改善指導

等が含まれる地域保健活動の検討に言及している。 
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3)  ターゲットグループのニーズとの合致 

「エ」国においては、慢性栄養不良は、離乳食期後も依然として蔓延し、妊産婦の栄

養状態と子どもの栄養は密接に関連していることから、妊産婦の行動変容を通じて子ど

もの栄養改善をめざす本プロジェクトは、ターゲットグループ（妊産婦及び 5 歳未満児）

のニーズに合致している。 

 

4)  手段の適切性 

事前評価時からプロジェクト開始時は、課題に対する計画（プロジェクト目標・アウ

トプット）の実施根拠、コミュニティを主体とする CBN 活動というアプローチは適切

であった。2010 年末に連邦保健省より通達された VCHW 制度の廃止と HDA 制度の導

入に伴い、コミュニティを主体とする CBN 活動については従来のアプローチを見直す

必要性が生じている。本レビューの現地調査中に、オロミア州保健局より、現行の VCHW

制度と HDA 制度を共存させ、CBN も含む保健サービスの効率的・効果的な実施への意

向が表明された。プロジェクトにはこうした実施機関の意向も汲みつつ、この両者の役

割・機能を効果的に生かせるような活動の見直しが求められている。 

 

(2) 有効性 

乳幼児の栄養改善につながる妊産婦の行動変容は、ベースライン調査結果から大きな改

善が確認された。今後、所期のとおりにアウトプットが産出され、外部条件の影響がなけ

れば、プロジェクト終了時点でも達成の見込みは高い。そのためにも、特に達成度が限定

的なアウトプットについて、活動も見直し、強化し、また、妊産婦の栄養に関する指標に

影響する栄養補助剤の安定供給（外部条件）に関して、関係機関とも連絡を取り合いなが

らモニタリングすることが求められる。 

 

(3) 効率性 

成果の全体的な産出をかんがみると、現時点での効率性は中程度と判断される。プロジ

ェクトの活動は、発育モニタリングや CC においては徐々に改善されつつあり、まだ実施

率を向上させる必要性は認められるものの、中間レビュー時点としては一定程度の成果が

産出されている。他方、アウトプット 3（HP と医療施設の連携強化）やアウトプット 5（マ

ルチセクター間の効果的な連携モデルの確立）のように、より成果を発現させるために投

入と詳細な実施計画を見直す必要があると思われるアウトプットも散見された。 

日本側の投入のうち、現地活動費や機材供与、研修員受入れは計画どおりに行われた。

他方、実施プロセスで既述のとおり、専門家派遣については、派遣期間、タイミング、人

数において十分とは思われない点があった。こうした点はプロジェクトマネジメント（調

整や意思決定）や活動の進捗及びフォローアップに影響を及ぼした。 

また、プロジェクトを円滑に進捗させ、目標を達成させるために重要な点として、プロ

ジェクトチームとして、現在以上のコミュニケーションの強化や責任分担・役割の明確化

が求められる。 

研修員受入れに関しては、参加した C/P に対するインタビューの結果によれば、参加し

た研修コースは、「非常に良かった」あるいは「良かった」との回答を得ている。研修で
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習得した知識・技術の活用に関しては、4 名中 3 名が活用していると回答し、実際、研修

後に HEW と農業普及員（Development Agent）に対する研修が実施され、日本の生活改善

活動が紹介されるといった事例も報告された。 

 

(4) インパクト 

上位目標である乳幼児の栄養不良の割合がプロジェクト前半で大幅に減少した。しかし

ながら、アウトプットの達成度が限定的であることから、プロジェクトの実施によるイン

パクトとしてとらえきれないため、現時点では、プロジェクト実施による特段の正負の影

響は散見されていないととらえた方が適切と思われる。プロジェクトにおいては、対象地

域における急激な栄養改善をもたらした要因を分析し、これらの要因がプロジェクト活動

に関連している場合は、これらはプロジェクトによる正の効果としてとらえることが可能

となる。 

こうした分析と併せて、プロジェクト終了後も対象地域において州・県保健局、郡保健

事務所による各種支援（再研修、TSS）が継続すれば、プロジェクト終了後も上位目標で

掲げている効果が持続する見込みは高い。 

 

(5) 持続性 

プロジェクト効果の持続性は、以下の観点から現時点では十分に確保されているとは言

い切れない。 

 

1)  政策面 

NNP の 2015 年までの延長や今後 CBN が保健サービス普及プログラム（Health 

Extension Program：HEP）や統合再研修に含まれることが連邦保健省によって決定され

るなど、今後の政策的支援の見込みは十分にある。他方、HDA 制度の導入に伴い、CBN

活動において新制度と既存の制度の調和を図る必要性が生じている。プロジェクトに

は、制度変更が CBN 活動に及ぼす影響や、効果的に活動を展開するための方法等に関

して引き続き意見交換をしつつ、制度面での持続性を確保することが求められる。 

 

2)  財政面 

プロジェクト終了後も CBN 活動が維持されるためには、C/P 機関による活動実施予算

の確保が求められる。プロジェクト後半期間に、プロジェクトと州保健局間の活動費の

分担を協議し、将来的にどのように CBN 活動の必要予算を確保するか明確にしておく

必要がある。 

また、プロジェクトより供与されたバイクの運営維持管理に必要な予算が郡で十分に

充当されていないことが散見されているように、供与機材の維持管理予算の確保も求め

られる。 

 

3)  CBN 活動従事者（サービスプロバイダー）のモチベーション 

プロジェクトによる VCHW、HEW や保健従事者に対するさまざまな研修は発育モニ

タリングや CC、TSS の定期的な実施につながり、直接的・間接的に乳幼児の栄養状態
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の改善にもつながったと思われる。一方で、住民参加や（栄養不良の）予防サービスの

参加率は目標に対して限定的である。関係者に対するインタビューや C/P からの質問票

の回答結果から、その要因の 1 つが、VCHW や HEW といったコミュニティで直接住民

に接する、いわば CBN 活動のキーパーソンともいえる活動従事者のモチベーションが

限定的である点にあると思われた。人材のモチベーション、インセンティブに関して、

他ドナーの例も参考にしつつ、実際にフィールドで要因を分析しながら、これらのキー

パーソンが活動を継続できる仕組みを見出すことも肝要である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

特になし。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

本プロジェクトによって整備された TSS の実施体制及び報告・フィードバック体制は、

実施サイクルの中で、WorHO、HEW、VCHW のモニタリング能力（課題抽出能力）を向

上させるには効果的なツールである。これらのツールを導入・定着させ、レビューミーテ

ィングを通じて、問題点の共有、解決策の協議を行っていくことで県や郡を中心とした

CBN を支援する体制は確立されつつある。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

特になし。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

VCHW 制度廃止と HDA 制度の導入は、2010 年に予定していた VCHW の再研修の実施

が見合わされるなど、プロジェクト活動の遂行上の重要な要因となった。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは特に県や郡レベルの C/P や HEW や VCHW といった人材の能力強化におい

ては効果を発現している。しかしながら、コミュニティレベルでの住民参加や関連サービスの

提供、スーパービジョンやマルチセクター連携においてはプロジェクトチームとしての協同を

通じてさらに活動を強化することが求められる。 

5 項目別には、プロジェクトの妥当性は高く、効率性は中程度、有効性とインパクトの達成

見込みは高く、自立発展性については十分に確保されているとはいえない 

という結論に達した。 

 

３－６ 提 言 

(1) プロジェクトへ（日本人専門家とオロミア州保健局） 

① コミュニケーションの改善と作業の協働化（活動計画の共同作成等）を推進する。 

② プロジェクト活動の優先度に応じた、タイムリーな投入・介入に留意する。 



xii 

③ プロジェクト作業工程表をもとに、責任分担の明確化と投入の適切な配分を徹底す

る。 

④ 現在ボランティア制度は過渡期にあるが、今後導入される HDA 制度に関してはプロ

ジェクト活動と効果的に統合させ、より効果的な介入の一助とするために今後の工夫が

求められる。 

⑤ プロジェクト終了の 2013 年移行も対象 10 郡において持続性のある活動が継続される

よう、予算措置も含めたオロミア州保健局による支援が求められる。 

⑥ 今回、オロミア州保健省より機能強化が宣言された対象地域の HC における TFU の実

施の徹底をオロミヤ州保健局に求める。 

⑦ プロジェクト終了後にも拡大が予定されている CBN 活動に対し、本プロジェクト実

施からの教訓・提言を取りまとめ、州保健局及び連邦保健省に広く共有していくことが

望ましい。 

 

(2) 郡保健事務所へ 

① 郡保健事務所においては、これまでプロジェクトによって供与された機材（バイク等）

の燃料費の配分も含め、維持管理を徹底する（供与時の合意書に維持管理は郡保健事務

所にあると明記されている）。 

 

３－７ 教 訓 

(1) 活動コンポーネントが多岐にわたるプロジェクト、また調査手法の統一が重要なプロジ

ェクトを形成する場合には、プロジェクトのマネージメント体制（専門家の最適な派遣形

態等）も視野に入れた計画をすることが求められる。 

(2) 本プロジェクトのような援助協調の下にデザインされたプロジェクトでは、先行ドナー

から有用なアプローチを学ぶ努力が求められる一方、JICA 技術協力プロジェクトの比較優

位（きめ細かい技術移転等）も意識し、その特異性と有効性をアピールしつつ進めること

が望ましい。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エ」国と記す）では、年間約 300 万人が感染症に罹患して

おり、成人死亡の約 52％、5 歳未満児死亡の約 73％が感染症に起因している。感染症を引き起こ

す原因の 1 つが栄養不良であり、5 歳未満児死亡率の 57％が子どもの栄養不良に起因し、単一で

は最大の原因になっている。特に母親の離乳食に関する知識不足や出産間隔が短いために生じる

第 2 子以降の子どもの食事量不足などにより、離乳食移行期（生後 6 カ月以降 2 歳以下）の子ど

もの約 60％が慢性栄養不良であり、「エ」国の高い乳幼児死亡率及び子どものその後の成長に大

きく影響している。また、女性は社会経済的に地位が低いため、十分な食べ物と医療サービスへ

のアクセスが悪い（痩せ過ぎの女性の割合：27％、妊婦検診利用率：30％）。そのため、慢性栄養

不良のまま育った女性が早期年齢（15～19 歳）に妊娠・出産しており、未熟児の出産、子どもの

発育不全を引き起こすとともに、女性自身の健康状態をも悪化させている。 

「エ」国が従来実施してきた栄養改善活動は、急性栄養不良に焦点を当てており、即効性があ

るが、持続性の点で限界があった。長期的視点から、慢性栄養不良の原因を解決していくことが

重要であり、そのためにはコミュニティレベルでの定常的な栄養改善活動の強化が必要である。

こうした状況をかんがみ、2009 年、国家栄養プログラム（National Nutrition Program：NNP）が制

定され、その 1 コンポーネントとして地域栄養改善（Community-Based Nutrition：CBN）活動が

推進されることとなった。 

これらの状況を踏まえ、2007 年 1 月、「エ」国政府より母子栄養改善プロジェクトが要請され、

この要請に基づき、2008 年 11 月から 2013 年の 5 年間の計画で、オロミア州 3 県（アルシ県、東

ショア県、バレ県）10 郡を対象とし、5 歳未満児と妊産婦・授乳婦の栄養改善を目的とした技術

協力プロジェクト「母子栄養改善プロジェクト」が開始された。本プロジェクトは、「対象地区に

おいて（オロミア州内 10 郡）、5 歳未満児と妊産婦・授乳婦の栄養改善を目的としたコミュニテ

ィでの保健サービスが強化される」（PDM 1.0 プロジェクト目標）ことを目的に、CBN 活動のア

プローチにのっとり、オロミア州保健局（Oromia Regional Health Bureau：ORHB）を C/P とし、

オロミア州の 3 県内の 10 郡を対象に、5 歳未満児と妊産婦・授乳婦の栄養改善を目的としたコミ

ュニティにおける保健サービスの強化を目標としている。コミュニティでの栄養改善サービスを

促進するために、①栄養改善活動への住民参加の促進、②保健普及員（Health Extension Worker：

HEW）による栄養改善活動の実施促進、③ヘルスポスト（Health Post：HP）とヘルスセンター（Health 

Center：HC）の連携強化、④州・県・郡保健局の管理・指導能力の向上、⑤他セクター（農業、

教育）との効果的な栄養改善連携モデルの構築を 5 つの柱としている。 

本プロジェクトは今般、プロジェクト開始から 2 年半が経過し、プロジェクト期間の中間点を

迎えたため、これまでの進捗と成果を確認し、当初計画の見直しや運営体制について先方関係者

と協議し、今後の活動方針を策定することを目的として中間レビュー調査団を派遣する。 
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１－２ 調査団構成と日程 

調査団の構成は以下のとおりである。 

担 当 氏 名 所 属 

総括 力丸 徹 JICA 国際協力専門員 

評価計画 吉田 友美 JICA エチオピア事務所 企画調査員 

評価分析 浜岡 真紀 財団法人 国際開発高等教育機構 

国際開発センター 主任研究員 

Mid-term Evaluator 

from C/P 

Mr. Solomon Negash Head of Health Planning, Budgeting & Monitoring 

and Evaluation Support Process, ORHB 

 

調査日程は、現地期間が 2011 年 7 月 18 日から 8 月 5 日であり、詳細は下記のとおりである。 
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１－３ 主要面談者 

本調査における主要面談者は次のとおり。この他に East Shewa 県 Lume 郡の Dekabora HC 及び

Kuncha HP、Arsi 県 Tiyo 郡の Golja HC、Murkicha HP、Bale 県 Goba 郡の Wacho HC、Burkitu HP

の所属スタッフと面談した。 

 

(1) エチオピア側関係者  

1)  連邦保健省 

Ms. Miheret Hilouf 

Dr. Ferew Lemma 栄養アドバイザー 

2)  ORHB 

Mr. Shallo Deba 局長 

Dr. Zelehem Habtam 副局長 

Mr. Abera Seifu 家族保健部チームリーダー 

Sis. Tarikua Desta 栄養フォーカルパーソン 

3)  Arsi 県保健局 

Mr. Tesfaye Legesse Health Extension Package Promotion Coordinator 

Mr. Sintayehu Bedada 栄養フォーカルパーソン 

Sr. Wubitu Antoniyo 母子保健担当職員 

4)  East Shewa 県保健局 

Mr. Daniel Lulesa 母子保健担当職員 

5)  Bale 県保健局 

Mr. Mesfin Asfaw 母子保健担当職員 

6)  Arsi 県 Tiyo 郡保健事務所 

Mr. Tefera Kitaw 母子保健担当職員 

7)  East Shewa 県 Lume 郡保健事務所 

Mr. Gindo Lema 母子保健担当職員 

Mr. Solomon Melese 母子保健担当職員 

8)  Bale 県 Goba 郡保健事務所 

Mr. Esmael Kassim 母子保健担当職員 

 

(2) 援助機関   

1)  UNICEF   

Ms. Joan Majifi 栄養部部長 

Ms Wigdan Madgani CBN コーディネーター 

Mr. Abebe Hailemariam 栄養専門家 

Ms. Selamawit Negash 栄養スペシャリスト 

  CBN プログラム関する栄養アドバイザー 

2)  WB 

Mr. Frew Takebe NNP コーディネーター 
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(3) 日本側 

1)  在エチオピア日本大使館 

横田 暁子 二等書記官 

2)  JICA エチオピア事務所 

大田 孝治 所長 

晋川 眞 次長 

3)  プロジェクト専門家 

渡辺 鋼市郎 母子栄養改善プロジェクト 

  チーフアドバイザー/母子保健・栄養専門家 

中森 正代 母子栄養改善プロジェクト 

  業務調整/地域保健専門家 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 中間レビューの手順とデザイン 

本調査は、『新 JICA 事業評価ガイドライン：第 1 版』（2010 年 6 月）に基づいて実施した。す

なわち、①プロジェクトの現状把握・検証を行い、②それらを DAC 評価 5 項目による評価基準

から判断し、③提言や教訓を導き出して次の段階にフィードバックするという枠組みの下、中間

レビュー（評価）の調査を行った。中間レビューという時期的な性格から、目的は「事業が順調

に効果発現に向けて実施されているかを検証し、評価対象事業の計画見直しや運営体制の改善に

資する」ことを目的とした。なお、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を事業計画

としてとらえ、評価調査のデザインを行った。 

評価 5 項目の定義は次のとおりである。中間レビューであることから、特に妥当性、有効性、

効率性に重点を置いた。 

 

表－３ DAC 評価 5 項目による評価の視点 

評価項目 視   点 

妥当性 開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針

との整合性の度合い。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度 

効率性 インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開発援助

が期待される結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っている

ことを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採択されたかを確認するため、

通常、他のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・

負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にも

たらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開

発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 

出所：JICA（2010）『新事業評価ガイドライン：第 1 版』 

 

２－２ 主な調査項目 

本調査においては、以下の評価設問を中心に調査を実施した。 

 

(1) 投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成状況あるいは達成見込みはどうか。 

(2) 活動は計画どおりに実施されているか。 

(3) プロジェクトマネジメントは適切に行われているか。コミュニケーションは適切に行われ

ているか。実施機関の当事者意識は醸成されているか等、実施プロセスに関する事項 

(4) 評価 5 項目の各視点から見てプロジェクトの状況（見込み）はどうか。 
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２－３ データ収集方法 

以下の情報源及びデータ収集方法を用いて情報を収集した。 

 

(1) 実施協議記録（R/D）、PDM、活動計画表（PO）、協議議事録（M/M）等のプロジェクト計

画文書のレビュー 

(2) 日本人専門家作成の報告書（活動進捗報告書、専門家報告書）のレビュー 

(3) 日本人専門家及びカウンターパートからの質問票回答・ヒアリング 

(4) プロジェクト対象郡の保健施設（ヘルス・センター及びヘルス・ポスト）の観察、職員へ

のヒアリング（各県 1 カ所ずつ） 

(5) 国家栄養プログラム（NNP）の下、類似活動を展開中の他ドナーへのヒアリング 

 

上記方法で収集されたデータやその分析結果は日本側評価調査団によってまとめられた後、日

本側とエチオピア側関係者で確認・協議が行われた。この結果を踏まえて中間レビュー報告書に

オロミア州保健局長及び評価調査団総括が署名を行った。 

 

２－４ 評価の制約 

本調査（評価）を実施する際の制約事項として、指標データがモニタリング結果として十分に

収集・分析されていなかったことや重複していたことが挙げられる。これを受けて、本調査では

評価判断の根拠として、活動実績を確認したうえで、現地調査で得た定性データ（関係者へのヒ

アリング、質問票等で得た情報、プロジェクト対象地域の観察）を重点的に活用した。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

(1) 専門家派遣 

中間レビュー時点で延べ 8 名が派遣されている。下表のとおり、合計人月（M/M）は 62.0M/M

である。 

表－４ 専門家派遣の実績 

指導分野 派遣期間 M/M 

チーフアドバイザー 2008 年 11 月～2010 年 12 月 16M/M 

 2011 年 5 月～2012 年 3 月 16M/M 

業務調整/地域保健 2009 年 1 月～2010 年 11 月 23M/M（9M/M） 

 2010 年 11 月～2012 年 10 月 23M/M（9M/M） 

IEC 教材制作 2009 年 11 月～12 月 1M/M 

モニタリング評価ツールの開発 2010 年 6 月～7 月 1M/M 

セクター連携栄養改善支援 2010 年 8 月～9 月 1M/M 

モニタリング実施支援 2009 年 12 月～2011 年 3 月 3M/M 

 合計 62.4M/M 

注：カッコ内は 2011 年 7 月末時点の人月。 

出所：プロジェクト提供資料 

 

(2) 機材供与 

これまでに以下の機材が供与された（18 万 4,780 米ドル（1,496 万 5,332 日本円相当）。 

 

表－５ 供与機材一覧 

購入日 機材名（仕様） 数量
単価 合計 

配置先 
（米ドル） （米ドル） 

2008 年 10 月 
ランドクルーザー 

（TOYOTA VDJ200L）
2 59,540 119,080 州保健局 

2010 年 12 月 
ランドクルーザー 

（TOYOTA HZJ76） 
1 38,750 38,750  

2009 年 9 月 
バイク 

（SUZUKI TS185） 
11 2450 26,950 対象郡 HC11 カ所 

   合計 184,780  

 

(3) 研修員受入 

これまでに 8 名（2008 年度 2 名、2009 年度 3 名、2010 年度 3 名）が本邦研修に参加した。 
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表－６ 研修員受入れの実績 

年度 研修コース名 研修期間 人数 研修員所属 

2008 年度 集団研修“Women Leader Training 

on Health Promotion and Nutrition 

Improvement” 

2008 年 11 月 13 日

～2009 年 1 月 24 日

1 名 州保健局 

集団研修“Rural Community 

development by Livelihood 

Improvement Approach for Africa”

2009 年 1 月 18 日

～3 月 7 日 

1 名 Arsi 県保健局 

2009 年度 国別研修 

“Technical training for Community 

Based Nutrition for Maternal and 

Child Health” 

2009 年 11 月 8 日

～18 日 

 

4 名 州保健局 

East Shewa県保健局

Bale 県保健局 

2010 年度 国別研修 

“Technical training for Community 

Based Nutrition for Maternal and 

Child Health” 

2011 年 1 月 9 日 

～1 月 19 日 

1 名 州保健局 

集団研修“Rural Community 

development by Livelihood 

Improvement Approach for Africa”

2009 年 1 月 10 日

～2 月 22 日 

1 名 Arsi 県保健局 

  合計 8 名  

出所：プロジェクト提供資料 

 

(4) 現地活動費 

日本側からは 2011 年 7 月までに合計約 8,644 万 4,192 円（106 万 7,344 米ドル7）の現地活

動費が支出された8。 

 

表－７ 現地活動費 

 2008 年度 2009 年度 2010 年度 

（概算） 

2011 年度 

（概算） 

2012 年度 

（Estimated）

エチオピアブル 626,689.06 4,420,452.08 4,259,827.11 6,016,004- -

日本円換算9 5,570,012 29,833,631 21,043,549 29,997,000 -

出所：プロジェクト提供資料 

 

３－１－２ 「エチオピア」側投入 

(1) カウンターパート（C/P）配置 

R/D 記載のとおり、プロジェクト・マネージャーは ORHB 局長、プロジェクト・マネージ

ャーは同副局長が任命されている。 

                                                        
7 2011 年 7 月の統制レートで換算（1 米ドル=80.99 円） 
8 2010 年 3 月 30 日のレートで換算（10,000 ルピア＝94.71 円）。 
9 各年度末のレートを採用。 
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この他、技術面での C/P として州保健局から 2 名、対象 3 県の保健局から計 7 名、対象 10

郡の保健事務所から計 20 名、合計 29 名が実質的な C/P として配置されている。 

 

(2) オフィススペースの提供 

オフィススペースとして、日本人専門家の執務室が提供されている。 

 

３－２ 活動実績 

本中間レビューにおいては、PDM version 1.0 に基づいて活動の進捗が確認された。ボランティ

ア地域保健員（Volunteer Community Health Worker：VCHW）制度に係る政策変更の影響を受け、

いくつかの活動に遅延が生じている以外は、活動の計画どおりに進捗している。中間レビュー時

点の各活動の進捗は次のとおりである。 

 

３－２－１ 成果 1 に関する活動 

成果 1：住民参加による 5 歳未満児と妊産婦・授乳婦の栄養改善活動が推進される。 

上記成果達成のために、中間レビュー時点までに、主として、a) HEW と VCHW の CBN 研

修、b) 各ケベレ（村落）における住民対話（Community Conversation：CC）が実施された。 

 

 活 動 進 捗 

1.1 郡保健局が HEW に対してコミュ

ニティとの対話促進を目的とし

た研修のためのマニュアルを改

訂する。 

・ 未実施（NNP に沿って連邦保健省が発表したガイ

ドライン及びマニュアルを活用することになっ

たため、今後実施される。） 

1.2 郡保健局が HEW/VCHW を対象

とした研修を実施する。 

・県保健局及び郡保健局マスタートレーナーが 541

名の HEW 及び 45 名の HEW スーパーバイザーに

対するトレーニングを実施（2009 年第 3、第 4 四

半期、2010 年第 1 四半期） 

・529 名の HEW 及び 63 名の HEW スーパーバイザ

ーに対する再研修（2010 年第 3～4 四半期） 

・4,079 名の VCHW のトレーニング（2010 年第 4 四

半期） 

1.3 HEW がワークショップや通常業

務を通じて、コミュニティとの対

話を促進する。 

・2010 年 7 月から 2011 年 3 月までに、HEW と VCHW

が CCを実施し、約 11万名のケアギバーが参加（対

象 10 郡のケアギバーの約 37％に相当）。 

1.4 HEW とコミュニティが、コミュ

ニティにおける母子栄養改善活

動を妨げている問題を特定する。

1.5 コミュニティが HEW と協働で母

子栄養を促進する VCHW の人

数、役割について決定する。 

・コミュニティとボランティアが、栄養改善活動を

実施促進するのに有効な住民グループを特定し

活用する。 
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1.6 コ ミ ュ ニ テ ィ が 母 親 と

HEW/VCHW がコンタクトするた

めのアウトリーチサイト（例：学

校、教会、モスク）を特定する。

・コミュニティがコミュニティマッピングや世帯イ

ンベントリーに基づいて発育モニタリング

（Growth Monitoring Program：GMP）や CC の場

所を特定した。 

1.7 コミュニティと VCHW がコミュ

ニティグループをレビューする。

・VCHW は、コミュニティのワークショップに参加

した宗教リーダーを含む影響力があり重要なコ

ミュニティメンバーと協働で住民の意識啓発を

行った。 

1.8 コミュニティと VCHW がコミュ

ニティの栄養活動を促進するた

めのコミュニティグループを特

定し、活用する。 

 

３－２－２ 成果 2 に関する活動 

成果 2：HEW が実施する 5 歳未満児及び妊産婦・授乳婦を対象とした栄養改善活動が強化さ

れる。 

当該成果のためにこれまで実施された主な活動は、a) HEW（541 名）と VCHW（4,079 名）

に対する CBN 研修、b) a) の研修を受けた HEW と VCHW による毎月の発育モニタリングの実

施である。これらの活動は、VCHW に対する再研修を除いてほぼ計画どおりに実施された。

VCHW の再研修未実施の理由は、健康普及員（Health Development Army：HDA）制度の導入に

伴う保健サービス・デリバリーの分担に関する政策変更に伴い、連邦保健省より全州において

同活動の停止が通達されたためである。 

 

 活   動 進   捗 

2.1 州・県保健局が、離乳食ガイドラ

インなど子どもの栄養改善活動

に関連する既存の IEC 教材

（ Information, Education and 

Communication）を見直す。 

・既存の IEC 教材が日本人専門家により見直された

（2009 年 11 月）。 

2.2 州・県保健局が、HEW を対象と

した栄養改善に係る技術的研修

の内容を見直す。 

・州保健局が統合再研修（ Integrated Refresher 

Training：IRT）を見直し、州の実情に合った形の

トレーニング教材に整備した。 

2.3 州・県保健局が、HEW が効果的

にアウトリーチ活動を実施する

ための技術的なガイドラインと

活動パッケージを策定し、伝播・

活用する。 

・IRT カリキュラムと教材が左記トレーニングに活

用された。 

2.4 州保健局が県及び郡の母子保健

担当職員に対する講師養成研修

（Training of Trainers：TOT）を実

施する。 

・州保健局が県保健局及び郡保健事務所の母子保健

担当職員（計 13 名）に対して TOT を実施（2009

年第 2 四半期）。 
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2.5 郡保健局と HC が HEW に対し、

栄養改善に係る CBN 研修を実施

する。 

・研修を受けた県保健局及び郡保健事務所の母子保

健担当職員が HEW541 名に対して CBN 研修を実

施（活動 1.2 に同じ）。 

2.6 HEW が VCHW に対する CBN 研

修を実施する。 

・HEW が、郡保健局の支援を受けつつ、計 4,079 名

の VCHW に対して CBN 研修を実施（2010 年第 4

四半期）。 

・VCHW に対する再研修は、VCHW 制度から DA

制度への移行や VCHW による保健サービスの実

施を制約する連邦保健省からの通達等の影響を

受け、未実施。 

2.7 HEW/VCHW が 2 歳未満児の発育

モニタリング（GMP）と妊産婦の

体重モニタリングを毎月実施す

る。 

・2010 年 7 月～2011 年 3 月までに VCHW により、

計 7 万 1,588 名の 2 歳未満児に対して発育モニタ

リングが実施された（対象郡の 2 歳未満児の 21％

相当）。 

・VCHW は妊産婦健診のための家庭訪問時に母乳や

鉄剤・駆虫剤摂取の重要性に関して指導。 

・妊産婦の体重モニタリングは HP で HEW が実施

しているがプロジェクトのレポーティングシス

テムには含まれていない。 

 

３－２－３ 成果 3 に関する活動 

成果 3：HP と医療施設（クリニック、ヘルスセンター、病院）間の連携が強化される。 

当該成果のためにこれまで実施された主な活動は、a) 対象郡内の主要な HC における食事療

法センター（Therapeutic Feeding Unit：TFU）の設置と外来食事療法プログラム（Outpatient 

Therapeutic Program：OTP）の実施支援、b) 郡保健事務所職員に対する OTP/TFU に関するトレ

ーニング、c) HC による HEW と VCHW の活動モニタリング（技術支援的スーパービジョン

（Technical Supportive Supervision：TSS）である。OTP/TFU に関するサービスに関しては県保

健局からの必要物資の遅延による影響がみられた。また、TSS は、従来、HEW スーパーバイザ

ーのみの業務であったところ、2011 年 4 月以降 HC 職員全員の業務となった。しかしながら、

HC には CBN プログラムに関する研修を受けていない職員も多くいることが影響して、最近に

なって TSS が停滞気味である。 

 

 活   動 進   捗 

3.1 州 /県保健局が急性栄養不良児

のリファラル及びフォローアッ

プに係る現存のガイドラインや

研修プログラムの見直しを行

う。 

・今後実施予定。 
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3.2 州/県保健局が OTP/TFU の整備

状況をレビューする。 

・ 2009 年第 2 四半期から第 4 四半期にかけて確認

し、OTP/TFU は UNICEF が支援した 2 郡（Arsi

県 Ziway Dugda 及び Shirka）を除いて未整備であ

ることを確認。 

3.3 州/県保健局が OTP/TFU を設置

する。 

・プロジェクトは 275 OTP 及び 15 カ所の TFU に関

して物資の運搬を支援。 

3.4 コミュニティ、郡及び HC が急

性栄養不良児のリファラル及び

フォローアップに係る実施計画

を作成する。 

・未着手。 

3.5 州/県保健局が HC の職員を対象

に OTP/TFU のサービスに関す

る研修を実施する。 

・県保健局が HC の職員を対象に OTP/TFU のサー

ビスに関する研修を実施。 

3.6 郡保健局が HEW を対象とした

急性栄養不良児のリファラル及

びフォローアップに係る研修を

実施する。 

・2010 年の第 3～第 4 四半期に HEW 529 名及び

HEWS 63 名に対して OTP を含む CBN に関する再

研修が実施された。 

3.7 HEW と HC 職員が、HP と HC

間の急性栄養不良児のリファラ

ル及びフォローアップ活動を促

進する。 

・2010 年 7 月から 2011 年 3 月までの OTP レポート

によると、2,442名の重度の急性栄養不良児が OTP

による治療を受け、そのうち、深刻なケースにつ

いては HC に設定された TFUにリファーされてい

る。また四半期ごとに実施される地域健康の日

（Community Health Day：CHD）やアウトリーチ

活動促進戦略（Enhanced Outreach Strategy：EOS）

を通じて重度の急性栄養不良と特定された 1,641

名が HP もしくは HC の OTP にリファラルされて

いる。 

3.8 州/県保健局が、HC 職員用の支

援的スーパービジョンに係る研

修プログラムを作成する。 

・2009 年の第 3 四半期から 2010 年の第 1 四半期に

かけて HC 職員用の支援的スーパービジョンに係

る研修プログラムやプロトコール、チェックリス

トが作成された。 3.9 州 /県保健局が支援的スーパー

ビジョンのプロトコールやチェ

ックリストを作成する。 

3.10 県保健局が HC を対象とした支

援的スーパービジョン実施に係

る研修を実施する。 

・県保健局/郡保健局のフォーカルパーソン、527 名

の HEW（HEW の 99％相当）や全 HEW スーパー

バイザーに対して TSS に関する研修を実施。 

3.11 HC が TSS の実施プロトコール

にのっとって、HP に支援的スー

パービジョンを実施する。 

・TSS は 2010 年第 4 四半期に開始したが、HC にお

ける実施方法の変更により現在停滞。 
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３－２－４ 成果 4 に関する活動 

成果 4：コミュニティでの栄養改善活動が強化・促進されるために必要な州・県・郡保健局

の行政管理・指導能力が向上する。 

当該成果のためにこれまで実施された主な活動は、a) TSS に係る研修とワークショップ及び

b) HC による VCHW と HEW の評価のための TSS 実施である。既述のとおり、HC 職員全員に

TSS が課せられるようになった 2011 年 4 月以降 TSS は滞っているがそれ以外の活動は計画ど

おりに実施されている。半年ごとの州保健局によるレビューミーティングはこれまでに一度実

施され（37 名が参加）、四半期ごとの県保健局レビューミーティングは 2010 年第 3 四半期以降、

予定どおり 3 回実施された（37 名が参加）。 

 

 活 動 進 捗 

4.1 州/県保健局、郡保健事務所、

HEW がベースライン調査を実

施する。 

・2009 年の第 2、第 3 四半期に現地コンサルタントに

よりベースライン調査が実施された。同調査は当初

の予定より 9 カ月遅れて完了した。遅れは、対象郡

の選定、現地コンサルタントの解約と次の現地コン

サルタントとの契約に時間を要したことによる。 

4.2 州/県保健局が、栄養改善に係る

研修プログラム（コミュニティ

との対話促進、栄養の技術的概

念、リファラルとフォローアッ

プ）の内容を見直し、改訂する。

・活動 1.1 参照。 

4.3 州/県保健局が郡保健事務所と

HC に対し、上記研修のための

講師養成研修（TOT）を行う。

・活動 2.4 参照。 

4.4 州/県保健局が、既存の活動モニ

タリング・評価とスーパービジ

ョンの体制を見直し、分析す

る。 

・2009 年第 3～4 四半期に州保健局が TSS のチェッ

クシートとマニュアルを見直した。 

・2010 年第 4 四半期に州保健局が TSS 用のフォー

マットを採用した。 

4.5 州/県保健局が TSS のプロトコー

ルやチェックリストを作成する。

・活動 3.9 参照。 

 

4.6 州/県保健局が、活動の評価結果

を文章化し、ワークショップを

通して連邦保健省や国際機関

などの関係機関と共有する。 

・プロジェクトの残り期間に実施予定。 

4.7 州/県保健局が、HEW の現任教

育 研 修 （In-service Refresh 

Training）について、地域の実情

にあった研修になるよう内容

を検討する。 
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4.8 プロジェクトの経験をもとに、

地域の実情に応じた栄養改善

活動を計画立案する。 

4.9 州/県保健局//郡保健局は、活動

4-1 の結果に基づき CC に係る

活動計画を作成する。 

・同活動は計画に含まれていなかった。 

4.10 州/県/郡保健局が効果的な教材

を作成する。 

・クリップ・チャート、カード形式のクイズや

COBANA（プロジェクトの略称）ソングが作成さ

れた（2009 年 11 月）。 

・上記教材導入のため母子保健担当職員を対象とし

たワークショップが開催された（2009 年 12 月）。

 

３－２－５ 成果 5 に関する活動 

成果 5：パイロット地域において、母子栄養改善を目的とした効果的なセクター間連携モデ

ルが構築される。 

当該成果のためにこれまで実施された主な活動は、a) 対象コミュニティ（ケベレ）の選定、

b) 女性グループによる小規模離乳食加工のパイロットモデルの立ち上げ、c) 各郡のアクショ

ンプラン策定である。2010 年度の短期専門家派遣以降、プロジェクト全体による継続的なフォ

ローアップが十分になされなかったこともあり、上記 a) や c) に係る進捗は遅れ気味である。 

 

 活 動 進 捗 

5.1 州/県保健局が、農業・教育など連携

するセクターを特定する。 

・農業、女性局等、各郡で活動する際に連携す

るセクターが特定された。 

5.2 州/県保健局が、連携対象となるセク

ター関係者と協働し、効果的な連携モ

デルを模索する（モデル例：キッチン

ガーデン普及、地域で入手可能な食材

を活用した離乳食の調理実演、学校保

健・栄養の促進等）。 

・パイロッサイト（2 郡 3 村）が選定された。

・上記 2 郡においては、地域のニーズに応じて、

Lume 郡ではコミュニティでの離乳食加工活

動、Boset 郡では共有地における菜園づくり

活動に焦点を当てた活動計画が作成された。

5.3 州/県保健局が,連携対象となるセクタ

ー関係者と協働し、セクター間連携モ

デルの実施地域や実施方法を計画す

る。 

・継続中。 

5.4 州/県保健局が連携対象となるセクタ

ー関係者と協働し、セクター間の連携

活動を実施する。 

・女性グループによる離乳食加工活動が継続中。

5.5 州/県保健局のモニタリングと評価を

行う。 

・プロジェクト残り期間に実施予定。 
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３－３ 成果の達成度 

３－３－１ 成果 1 

成果 1：住民参加による 5 歳未満児と妊産婦・授乳婦の栄養改善活動が推進される。 

現時点の成果 1 の指標に関する進捗は中程度と判断される。CC への参加は栄養活動に関す

る住民参加に貢献するものであるが、現時点での CC への参加状況は決して高いとはいえず、

HDA 制度の導入に伴う関連活動の調整を行いつつ、プロジェクトの残り期間で参加率を向上さ

せる更なる努力が求められる。 

 

指 標 達成状況 

1-1．ケアギバーの 50％以上がコミ

ュニティとの CC に参加する10。 

・2010 年第 3 四半期から 2011 年第 1 四半期までに計

11 万 826 名のケアギバーが CC に参加（対象郡の平

均は 30％。2011 年第 1 四半期の平均は 37％）。 

1-2．コミュニティの 95％以上が

HEW との定期会議を継続している。

・コミュニティと HEW が定期会議をもつことは通常

ないため本中間レビューでは左記指標は検証対象

外とした。 

1-3．CBN のために VCHW が 50 世

帯当たりに 1 名配置される。 

・4,079 名の VCHW が研修を受けた（47 世帯に 1 名の

割合）11 

1-4．栄養改善活動を実施するアウト

リーチサイトの数と種類が増加す

る。 

・コミュニティによる発育モニタリングや CC に係る

アウトリーチサイトの特定後、VCHW 制度や DA 制

度が今後どのように適用されるか見極めている最

中であり、アウトリーチサイト増加に関する具体的

な活動は実施されていない。 

 

表－８ CC への参加割合 

 
出所：プロジェクト提供資料 

３－３－２ 成果 2 

                                                        
10 個々のケアギバーの年に 4 回以上の参加は HEW のレポートからは確認ができないため、2010 年第 3 四半期から 2011 年第 1

四半期までの平均をもって評価した。 
11 HDA 制度の導入に伴い、VCHW の位置づけ・役割が不透明であることから、配置状況ではなく、必要な研修を受けた VCHW

の人数の対象世帯の割合を指標として検証した。 

2010年7月 2,510 17% 551 3% 3,061 19%
2010年8月 213 1% 213 2%
2010年9月 4,102 28% 2,949 16% 7,051 43%

期別合計 6,612 23% 3,713 7% 10,325 25%
2010年10月 0% 1,478 10% 2,464 14% 3,942 15%
2010年11月 2,287 21% 0 0% 1,517 12% 919 6% 857 12% 2,703 15% 1,034 18% 9,317 20%
2010年12月 2,535 23% 7,340 34% 3,045 24% 2,454 15% 952 13% 0 0% 952 5% 2,685 15% 1,116 20% 21,079 33%

期別合計 4,822 22% 7,340 11% 4,562 18% 3,373 10% 1,809 12% 1,478 5% 952 5% 5,388 10% 2,150 19% 31,874 23%
2011年1月 2,084 19% 7,296 34% 3,978 32% 1,469 9% 74 1% 2,974 17% 695 12% 18,570 37%
2011年2月 1,256 11% 8,629 40% 3,365 27% 864 5% 3,643 49% 1,886 13% 563 3% 3,763 21% 1,273 23% 25,242 40%
2011年3月 1,559 14% 6,057 28% 3,604 29% 2,720 16% 1,815 25% 2,510 17% 198 1% 4,324 24% 744 13% 1,284 6% 24,815 34%

期別合計 4,899 15% 21,982 34% 10,947 29% 5,053 10% 5,458 37% 4,470 10% 761 2% 11,061 20% 2,712 16% 1,284 6% 68,627 37%

合計
郡

Boset A/T Goba ShinanaBora Lume

2010年

第3
四半期

2010年

第4
四半期

2011年

第1
四半期

期 月
Dodota Shirka Tiyo Z/D
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成果 2：HEW が実施する 5 歳未満児及び妊産婦・授乳婦を対象とした栄養改善活動が強化さ

れる。 

中間レビュー時点における成果 2 の指標に関しては一定の進捗がみられる。研修を受けた

HEW の人数は目標値（90％）を超え、HEW 全員が CBN に関する研修を受けた。GMP サービ

ス（月例体重測定）にアクセスした 2 歳未満児の割合は、徐々に増加してきている。2011 年 6

月～7 月にプロジェクトが実施したミッドライン調査によれば、妊婦に対する栄養カウンセリ

ングは、3 県の平均は 57.5％であった。Arsi 県では最終目標値（80％）に近い 71％に達し、East 

Shewa 県と Bale 県は、目標値の半分を少し超えた達成度である。 

 

指 標 達成状況 

2-1．HEW、VCHW の 90％以上

が CBN 研修を受ける。 

対象 541 名すべての HEW が CBN 研修を受けた（100％）12。

2-2．2 歳未満児の 50％以上が

毎月発育モニタリングを受け

る。 

これまでに、計 7 万 1,588 名の 2 歳未満児に対して発育モ

ニタリングが実施された。2010 年の第 3 四半期（7 月～9

月）の実施率は対象 10 郡平均で 12％であったが、その後

同年第 4 四半期（10～12 月）には 19％、2011 年の第 1 四

半期（1～3 月）には 22％まで改善されている。 

（参考情報） 

過去 3 カ月に発育モニタリングを受けた 2 歳未満児の割合

は 2009 年のベースライン調査では 8％であったのに対し、

2011 年のミッドライン調査時には対象郡平均で 55.6％まで

増加している（Bale 県 27.7％、Arsi 県 55.3％、East Shewa

県 60.6％）。 

2-3．妊産婦・授乳婦の 80％以

上が栄養カウンセリングを受

ける。 

2011 年のミッドライン調査結果によれば対象 10 郡の平均

は 57.5％（Bale 県 46.2％、Arsi 県 71.63％、East Shewa 県

43.1％）。 

2-4．妊産婦の 45％以上が鉄剤

を摂取する13。 

プロジェクト目標の指標 8 で検証されているためアウトプ

ットレベルでは検証対象外とした（PDM Version 2 において

削除予定）。 

2-5．栄養カウンセリングを行

う公共の場が増える。 

指標 1-4 と重複（PDM Version 2 において削除予定）。 

 

  

                                                        
12 VCHW の研修受講者は指標 1-3 で検証済みであるため、指標 2-1 においては HEW に対する研修のみを対象とした。  
13 プロジェクト目標の指標 8 と重複しているため評価の対象外とした。 
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表－９ GMP 参加状況 

 
出所：プロジェクト提供資料 

 

３－３－３ 成果 3 

成果 3：HP と医療施設（クリニック、HC、病院）間の連携が強化される。 

成果 3 の達成状況は、やや低いと判断された。対象郡において計 15 カ所の TFU の設置支援

をしたが、これらがどの程度機能しているかの把握が十分になされていないことや、CBN プロ

グラムと OTP/TFU サービスを連携する活動が十分に実施されていないことがその背景にある。

また、TSS の実施は徐々に強化されていたが、既述のとおり、スーパービジョンの実施システ

ムの変更に伴い、現在は十分に機能してない。プロジェクトは、この TSS の効果的な実施のた

めに、残り期間で、州保健局が推進することになっている OTP/TFU の普及をモニタリングす

ることや、CBN 研修未受講の HC の職員に対する研修を実施することが期待される。また、設

定された指標に関して、指標達成ための具体的な活動やモニタリング方法が十分に検討されて

いない点が散見された。残り期間ではめざすレベルまで成果を発現させるためにも、こうした

曖昧と思われる点や活動の実施方法を整理・具体化することが求められる。 

 

指 標 達成状況 

3-1．HP における発育モニタリングで急

性栄養不良と特定された子どもの 25％

以上が医療施設にリファラルされる。 

左記指標は現時点では検証ができない。理由は、

重度の栄養不良児の人数は HP では記録されるが、

重度の急性栄養不良児で HC の TFU にリファーさ

れ、その後 HP で OTP に戻った子どもについては

まだプロジェクトのモニタリングシステムに含ま

れていないことにある。 

3-2．85％以上の HP が、リファーされ

た重度栄養不良児への対応について、

HC や郡保健局と情報交換する。 

左記指標に関連した具体的な活動はこれまでプロ

ジェクト活動として計画されていなかったため本

中間レビューでは検証できなかった。 

3-3．95％以上の HEW が、HC や WorHO

から支援的スーパービジョンを受けて

いる。 

指標 4-2 にて検証（PDM Version 2 において削除予

定）。 

 

2010年7月 1,378 19% 209 3% 1,587 10%
2010年8月 112 1% 112 1%
2010年9月 1,561 21% 1,886 16% 3,447 21%

期別合計 2,939 20% 2,207 7% 5,146 12%
2010年10月 2,608 24% 470 6% 1,940 14% 5,018 19%
2010年11月 974 18% 3,000 28% 795 13% 1,438 17% 399 11% 2,083 15% 532 19% 9,221 20%
2010年12月 1,289 24% 3,477 32% 928 15% 1,115 13% 373 10% 1,507 21% 1,117 12% 1,577 15% 493 18% 11,876 19%

期別合計 2,263 21% 9,085 28% 1,723 14% 2,553 15% 772 10% 1,977 13% 1,117 12% 5,600 10% 1,025 18% 26,115 19%
2011年1月 1,008 18% 3,507 33% 1,037 17% 1,130 14% 1,306 18% 1,956 17% 470 17% 10,414 21%
2011年2月 584 11% 3,789 35% 1,811 29% 1,113 13% 1,699 46% 1,307 18% 386 4% 3,154 21% 692 25% 14,535 23%
2011年3月 970 18% 4,290 40% 1,739 28% 1,651 20% 1,032 28% 1,490 20% 636 7% 2,611 24% 370 13% 589 6% 15,378 21%
期別合計 2,562 16% 11,586 36% 4,587 24% 3,894 16% 2,731 37% 4,103 19% 1,022 5% 7,721 20% 1,532 18% 589 6% 40,327 22%

2010年

第3
四半期

2010年

第4
四半期

2011年

第1
四半期

期 月
郡

合計
Dodota Shirka Tiyo Z/D Bora Lume Boset A/T Goba Shinana
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３－３－４ 成果 4 

成果 4：コミュニティでの栄養改善活動が強化・促進されるために必要な州・県・郡保健局

の行政管理・指導能力が向上する。 

成果 4 の達成状況は、目標の半分近くを達成している TSS の実施状況や、活動のモニタリン

グを通じて確認された郡保健局や HC の支援能力の向上から、良好であると判断された。四半

期ごとの県レベルのレビューミーティングを通じて、C/P は CBN に関する課題や、各種活動

（CC、発育モニタリング、CHD）の実施に関する問題点を協同で特定したり、解決策を協議す

ることで HEW や VCHW に対する支援能力を強化している。 

 

指 標 達成状況 

4-1．州保健局は半年ごと、県保健

局は年 4 回、管轄下の WorHO 及

び HC のスーパービジョンのため

の訪問を実施する。 

左記指標は州保健局や県保健局が郡保健事務所や HC を

「訪問」する内容となっているが、州保健局が定期的に

これらの機関を訪問することは役割として期待されて

いない。また、県保健局によるスーパービジョンを目的

としたこれら機関への訪問は CHD に限られているため、

本中間レビューでは参考情報として以下を検証した。 

・半年ごとの州保健局によるレビュー・ミーティングは

これまでに一度実施された（37 名が参加）。 

・四半期ごとの県保健局レビューミーティングは 2010

年第 3 四半期以降、予定どおり 3 回実施された（37 名

が参加）。 

本指標は、次の PDM 更新時には参加率に代える予定で

ある。 

4-2．HEW の 95％以上が郡保健局

と HC による TSS を受ける。 

2010 年 9～12 月にかけて、HC/WorHO による TSS を受

けた HEW は 47.6％（2011 年 1 月の日本人専門家による

調査より）。 

2011 年の第 1 四半期には、HEW の 54％が TSS を受けて

いる。 

4-3．HEW の 90％が CBN 研修を

受ける。 

指標 2-1 で検証済。 

 

３－３－５ 成果 5 

成果 5：パイロット地域において、母子栄養改善を目的とした効果的なセクター間連携モデ

ルが構築される。 

中間レビュー時点における成果 5 の達成状況は十分とはいえない。パイロットモデルが決定

し、初期支援を行った後、フィールドにおける実質的なフォローアップが十分になされず、そ

の後の効果の発現（進捗）は限定的である。プロジェクトの残り期間では、効果的なセクター

間連携を構築すべく、更なる努力が求められる。 



－19－ 

指 標 達成状況 

5-1．効果的なセクター間連携モデ

ルが試行され、文書化される。 

2 郡 3 村において、2010 年に女性グループによる小規模

離乳食加工や菜園作りが開始されたが、短期専門家の派

遣後のプロジェクトによるフォローアップは十分では

なかったこともあり、試行はされているものの、まだモ

デルとして確立するに至っていない。 

5-2．ワークショップを通し、セク

ター間連携モデルの経験が保健省

や他国際機関に共有される。 

実施中のパイロットモデルに関しては、日本人専門家に

よって連邦保健省、UNICEF、WB、NGO、FAO、WFP

やアジスアベバ大学と共有された。 

5-3．（州保健局 /県保健局によっ

て）成功モデルの普及計画が立案

される。 

指標 5-1 達成後に期待される指標であり、現時点ではま

だ効果は発現していない。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成度 

2011 年 6 月～7 月に実施されたミッドライン調査結果によれば、プロジェクト目標の指標は子

どもの栄養状態の改善に関連した行動変容にベースライン調査時から大きな改善がみられる（下

表参照）。しかしながら、既述のとおり、アウトプットの指標が十分なレベルに達していない状況

をかんがみると、今回確認された改善状況が、プロジェクトの成果によるものなのか、他の促進

要因との相乗効果なのか、あるいは他の促進要因の影響によるものか等、更なる分析が求められ

る。 

 

表－10 プロジェクト目標の指標推移 

指   標 
目標

値 

ベースラ

イン調査 

（2009年） 

ミッドラ

イン調査

（2011 年）

1．生後 1 時間以内に母乳を与えられる 5 歳未満児の割合（％） 60 39.5 16.6 

2．6 カ月間母乳のみ与えられる乳児の割合（％） 50 81.3 84.5 

3．初乳を与えられた 5 歳児未満の割合（％） 90 66.9 72.5 

4．適切な時期に補完食を与えられた 5 歳未満児の割合（％） 65 53.9 82.6 

5．3 食品グループの食品を摂取した 5 歳未満児の割合（％） 15 5.3 29.1 

6．妊産婦検診の受診率（％） 80 72.2 82.3 

7．非妊娠期・授乳期より多くの食事を摂取している妊産婦・

授乳婦の割合（％） 
30 10.5 27.8 

8．妊産期に鉄剤を摂取した妊産婦の割合（％） 60 10.2 26.4 

9．妊産期に駆虫薬を受け取った妊産婦の割合（％） 40 9.3 16.7 

10．HEW から栄養に関する情報を受けたケアギバーの割合

（％） 
80 43.9 N/A 

出所：プロジェクト提供資料 
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妊産婦の栄養状態はミッドライン調査では検証されていないが、関連の行動変容に関する指標

は、まだ目標値に比べると十分なレベルに達していないものの、ベースライン調査時と比較する

と若干改善されていることが確認された。また十分なレベルに達していない主な理由は、鉄剤や

駆虫剤の安定供給といった外部条件が影響する部分が大きいためである。こうした点からプロジ

ェクトには、これら物資の供給を注視していくことが求められる。残りのプロジェクト期間にお

いて、アウトプットが所期のとおり産出されれば、プロジェクト終了時点でも現在のプロジェク

ト目標の達成レベルは維持されることが期待される。 

 

３－５ 上位目標の達成見込み 

子どもの栄養不良状態に関しては、3 つの関連指標が示すとおり、既に目標値を達成している。

今後、プロジェクト終了後も対象地域に対して州・県保健局、郡保健事務所による各種支援（再

研修、TSS）が継続すれば、プロジェクト終了後も上位目標で掲げている効果が持続している見

込みは高い。 

 

表－11 上位目標の指標推移 

指   標 
目標

値 

ベースラ

イン調査* 

（2009年） 

ミッドラ

イン調査

（2011 年）

1．年齢相応体重が-2 標準偏差未満の 5 歳未満児の割合（％） 30 28.0 22.0 

2．年齢相応身長比が-2 標準偏差未満の歳未満児の割合（％） 36 39.0 23.4 

3．身長相応体重が-2 標準偏差未満の 5 歳未満児の割合（％） 9 10.0 6.9 

4．Body Mass Index（BMI）が 18.5 未満の女性（15-49 歳）の

割合（％） 
21 24.3 N/A 

5．貧血を発症した女性の割合（％） 22 24.9 N/A 

出所：プロジェクト提供資料 

*：2005 年のオロミア州の人口健康調査（Demographic Health Survey 2005 for whole Oromia Region）の

データ 

 

３－６ 実施プロセス 

３－６－１ 活動の実施プロセス 

既述のとおり、活動は部分的に遅れが生じている。その要因を以下に示す。 

 

(1) 日本側の投入 

日本人専門家の派遣に関しては、派遣期間、タイミングにおいて適切性を欠いた面もみら

れた。例えば、チーフアドバイザーの不在期間や同一分野で専門家が交代した際の引継期間

が十分でなく、こうした側面も活動の進捗や成果の達成に少なからず影響したと思われる。 

 

(2) 政策変更の影響 

連邦保健省における CBN プログラムの戦略の変更が 2010 年末に決まり、その内容は現時

点でも二転三転している。特に CBN 活動の根幹に関わるコミュニティにおける栄養改善業
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務を担っていた VCHW 制度の廃止が決定され、新たに HDA 制度が導入されることになった。

この制度変更に伴い、VCHWの再研修も実施できないままであった14。このため多くのVCHW

の活動中断により、現在プロジェクトにおけるコミュニティにおける栄養改善活動は停滞

（あるいは HEW が実施）するなど、効率性に負の影響を及ぼしている。その後、本中間レ

ビュー期間中に、州保健局により、オロミア州における VCHW 制度の継続を認め、実施を

見合わせていた VCHW の再研修の実施が認められたものの、引き続き、VCHW 制度と HDA

制度をいかに効果的に共存させながら活動を進めるか、プロジェクトにとって重要な要素と

なっている。 

 

３－６－２ プロジェクトマネジメント（活動計画策定及びモニタリング） 

定期的なモニタリングは、2010 年 3 月の運営指導調査以降、日本人専門家と ORHB 側で毎

月定例会議を開催するようになり、活動の実施状況や進捗具合等の情報が共有され、また問題

点を協議するようになってきた。こうした改善は ORHB によっても高く評価されている一方

で、PDM で設定された目標の管理（特にアウトプットの指標）がモニタリングシステムとして

十分に機能していない様子が散見された。その主な要因として、活動計画（PO）において活動

の責任者が日本人、エチオピア側 C/P ともに曖昧な点があり、活動の展開方法と指標の収集方

法が結びついていない等、プロジェクト内で活動及びモニタリング方法に関して十分に練られ

ていない点などが挙げられる。 

 

 

 

  

                                                        
14 2010 年 12 月に連邦保健省より VCHW の再研修を実施しないように求める公式文書がすべての州に対して出された。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

以下をかんがみて、妥当性は高いといえる。 

 

(1) 「エ」国の開発計画との合致 

「第 3 次国家保健 5 カ年計画（Health Sector Development Plan III）（2005/6～2009/10）」、「第

4 次国家保健 5 カ年計画（Health Sector Development Plan：HSDPⅣ）（2010/11-2014/15）」は、

母子の栄養改善を保健セクターの開発目標である「乳幼児死亡率の低下」「妊産婦の健康改

善」達成の重点項目に掲げており、本プロジェクトが掲げる目標（母子栄養改善に関する行

動変容や 5 歳未満児及び妊産婦の栄養改善）はこれら政策に合致するものである。 

また「エ」国政府は、2008から 2013年に実施予定のNNPを、ミレニアム開発目標（Millennium 

Development Goals：MDGs）の目標年である 2015 年まで延長することを決定した。同プログ

ラムは、乳児に対する適切な食事摂取を含む「発育不全減少促進戦略」（Accelerated Stunting 

Reduction Strategy）や食物の栄養価強化、コミュニティにおける適切な離乳食の推進等を含

んでいる。 

 

(2) 日本の援助政策との合致 

対「エ」国国別援助計画（2008 年 6 月）は、感染症対策と住民に対する栄養改善指導等が

含まれる地域保健活動の検討に言及している。 

 

(3) ターゲットグループのニーズとの合致 

「エ」国においては、慢性栄養不良は、離乳食期を過ぎた後においても依然として蔓延し

ており、妊婦の栄養状態は子どもの栄養に密接に結びついており、行動変容を通じて栄養改

善をめざす本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、これらのターゲットグルー

プ（妊産婦及び 5 歳未満児）のニーズに合致している。 

 

(4) 手段の適切性 

事前評価時からプロジェクト開始時は、課題に対する計画（プロジェクト目標・アウトプ

ット）の実施根拠、コミュニティを主体とする CBN 活動というアプローチは適切であった。

中間レビュー時点においては、既述のとおり、2010 年末に連邦保健省より VCHW 制度の廃

止と HDA 制度の導入が通達され、こうした政策の変更に伴い、コミュニティを主体とする

栄養改善活動のための従来のアプローチを見直す必要性が生じている。オロミア州保健局

は、現行の VCHW 制度も維持しつつ、HDA 制度を導入し、これら両方の制度の共存が CBN

を含む保健サービスのデリバリーに相乗効果をもたらすことを期待している。州保健局の意

向もくみつつ、類似活動を展開する他の機関とも情報交換をしながら、プロジェクト目標及

び上位目標の効果を最大限に発現させるために効果的なアプローチを検討していくことが、

残りのプロジェクト期間の重要な課題となっている。 
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４－２ 有効性 

既述のとおり、2011 年 6～7 月に実施されたミッドライン調査によれば、乳幼児の栄養改善に

つながる行動変容においてベースライン値から大きな改善がみられている。乳幼児の栄養改善に

関しては、今後、アウトプットが所期のとおり産出されれば、プロジェクト終了時点でも達成の

見込みは高いと思われる。 

妊産婦の栄養に関する指標は、外部条件である栄養補助剤が安定的に供給されることが重要で

あり、ロジスティックの問題からこれらが十分かつ安定的に供給されていない現状をかんがみ、

プロジェクトはこれらの医薬品・栄養補助剤が HP へ安定的に供給されているか、注視していく

必要がある。 

また、5 つのアウトプットの達成状況は、まだ限定的であり、残りプロジェクト期間で、アウ

トプットの達成を高めるため活動を強化する必要がある。 

 

４－３ 効率性 

成果の全体的な産出をかんがみると、現時点での効率性は中程度と判断される。プロジェクト

の活動は、発育モニタリングや住民対話においては徐々に改善されつつあり、まだ実施率を向上

させる必要性は認められるものの、中間レビュー時点としては一定程度の成果が産出されている。

他方、アウトプット 3（HP と医療施設の連携強化）やアウトプット 5（マルチセクター間の効果

的な連携モデルの確立）のように、より成果を発現させるために投入と詳細な実施計画を見直す

必要があると思われるアウトプットも散見された。 

日本側の投入のうち、現地活動費や機材供与、研修員受入れは計画どおりに行われた。他方、

３－６の実施プロセスで既述のとおり、専門家派遣については、分野は計画どおりにカバーされ

たものの、派遣期間、タイミング、人数において十分とは思われない点があった。こうした点は

プロジェクトマネジメント（調整や意思決定）やいくつかの活動の進捗及びフォローアップに影

響を及ぼした15。 

プロジェクトを円滑に進捗させ、最終的に目標を達成させるために重要な点は、日本側及びエ

チオピア側にかかわらず、本プロジェクトのチームの一員としてかかわるすべてのメンバーのコ

ミュニケーションである。現時点では、双方のコミュニケーションの機会は限定的であるケース

が散見された。日本側には、今以上にコミュニケーションを高めつつ、効果的なプロジェクト活

動実施に向けてエチオピア側と協同することが期待される。 

研修員受入れに関しては、計 4 名に対する質問票回答もしくはインタビューの結果によれば、

参加した研修コースは、「非常に良かった」あるいは「良かった」との回答を得ている。研修で習

得した知識・技術の活用に関しては、4 名中 3 名が活用していると回答した。2008 年度に JICA

筑波センターが実施しているアフリカ地域別研修｢生活改善アプローチによる農村コミュニティ

開発｣コースに参加した Arsi 県保健局の母子保健担当職員は､帰国後に県内の対象 4 郡で HEW と

農業普及員（Development Agent）を対象とした研修の実施や、エチオピアにおける日本の生活改

善活動の適用に関する講義やキッチンガーデンの普及や調理実習、女性グループの組織化を行う

などフィールドで活用している。 

                                                        
15 エチオピア C/P からの質問票への回答では、日本人専門家の派遣期間やタイミング等に関して問題はないとされているが、

例えばアウトプット 5 に対するフォローアップの不足は指摘されている。また、日本人専門家に対する質問票には上記の点
に関して同様の回答があった。 
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VCHW に関する政府の方針変更は、2010 年に予定していた VCHW の再研修の実施が見合わさ

れるなど、プロジェクト活動の遂行上の重要な要因となっているが、プロジェクトにはいくつか

の活動を DA 制度と整合する形で組み立て直し、達成されたアウトプットを維持していくことが

求められる。 

 

４－４ インパクト 

現時点では、プロジェクト実施による特段の正負の影響は散見されていない。現時点の上位目

標の指標の推移に示されているように、乳幼児の栄養不良の割合はプロジェクト前半で大幅に減

少した。乳幼児の栄養改善に貢献したプラスのインパクトは存在するかもしれないが、コミュニ

ティレベルでの諸活動の参加状況がいまだに限定的であることをかんがみても、対象地域におけ

る急激な栄養改善をもたらした要因を分析する必要はある。これらの要因がプロジェクト活動に

関連している場合は、これらはプロジェクトによる正の効果としてとらえることが可能となる。 

3-4 にて前述のとおり、プロジェクト終了後も対象地域において州・県保健局、郡保健事務所

による各種支援（再研修、支援的スーパービジョン）が継続すれば、プロジェクト終了後も上位

目標で掲げている効果が持続する見込みは高い。 

 

４－５ 持続性 

プロジェクト効果の持続性は、以下に示すような政策面、財政面、コミュニティレベルの栄養

改善活動の活動従事者のモチベーション等をかんがみると、現時点では十分に確保されていると

は言い切れない。 

 

(1) 政策面 

NNP の 2015 年までの延長や今後 CBN が保健サービス普及プログラム（Health Extension 

Program：HEP）や IRT に含まれることが連邦保健省によって決定された。州保健局は今後も

これらの国家プログラムに沿って CBN を実施していくことになる。 

他方、連邦保健省により、HDA が VCHW に代わるという政策変更が表明されたことを受

け、コミュニティレベルの栄養改善活動をいかに維持していくか明確にする必要が生じ、こ

のためコミュニティレベルのプロジェクト活動に遅延が生じた。新制度と調和を図りながら

現行制度を支持していくことは州保健局にとって可能であるかもしれないが、プロジェクト

には、今後、州保健局はもとより、他の援助機関や連邦保健省とも意見交換をしつつ、制度

変更に伴う CBN 活動への影響や、効果的に活動を展開するための方法等に関して引き続き

意見交換をしていくことが求められる。 

 

(2) 財政面 

プロジェクト終了後も CBN 活動を維持していくためには、C/P 機関には活動実施予算の確

保が求められる。こうした将来の財政面での自立発展性確保のためにも、プロジェクト後半

期間に、プロジェクトと州保健局が活動費のコストシェアリングについて協議し、どのよう

に CBN 活動の必要予算を増加させることができるか明確にしておく必要がある。 

また、郡レベルでは供与された機材の維持管理のための予算確保が求められる。対象郡の

ほとんどで、プロジェクトより供与されたバイクの運営維持管理に必要な予算が十分に充当
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されていないことが散見された。こうした問題は早急に解決されることが求められる。 

 

(3) CBN 活動従事者（サービスプロバイダー）のモチベーション 

プロジェクトは、州/県/郡保健局と協力しつつ、CBN に関する技術力や運営能力を強化す

ることを目的として、VCHW、HEW や保健従事者に対するさまざまなトレーニングを実施

してきた。その結果、発育モニタリングや CC、TSS、モニタリング活動が実施された。これ

らの活動は、直接的・間接的に乳幼児の栄養状態の改善につながったと思われる。一方で、

住民参加や（栄養不良の）予防サービスに関する効果は、指標が目標とするレベルに対して

限定的である。その要因はいろいろあると思われるが、なかでも重要な要素のひとつが、本

中間レビュー調査の関係者に対するインタビューや C/P からの質問票の回答結果からコミュ

ニティレベルで CBN 活動の従事者たちのモチベーションが、限定的であることと思われた

点である。プロジェクト効果を維持するためにはこれらの人材のモチベーションを向上させ

ていくための方策を見出すことが肝要である。 

 

４－６ 結 論 

本中間レビューにおける現地調査やプロジェクト関係者に対するインタビュー、州保健局や関

連機関との意見交換等を通じて、以下の結論に達した。 

 

(1) プロジェクトの達成度 

本プロジェクトは特に県や郡レベルの C/P や HEW や VCHW といった人材の能力強化にお

いては効果を発現している。しかしながら、コミュニティレベルでの住民参加や関連サービ

スの提供、スーパービジョンやマルチセクター連携においてはプロジェクトチームとしての

協同を通じてさらに活動を強化することが求められる。 

 

(2) 5 項目評価 

5 項目別にみるとプロジェクトの妥当性は高く、効率性は中程度、有効性とインパクトの

達成見込みは高く、持続性については十分に確保されているとはいえない。 

インパクトについては、中間レビュー時点で評価するには時期尚早であり、ミッドライン

調査結果によれば上位目標の指標のいくつかは達成されているが、これらの達成が本プロジ

ェクトの活動によってのみ導かれたものであるかを提示するのは現時点で検証が容易では

ない。また、持続性に関しては、CBN の諸活動（CC、GMP、TSS）に影響する VCHW 制度

から HDA 制度への移行が不確定要素となっているため、現時点では十分に確保されている

とはいえないという結論に達した。 
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第５章 PDM の変更 
 

今回の中間レビューにおいて、PDM が 1.0 から 2.0 に改定された。主要な変更点は上位目標の

対象地域がオロミア州全体から現在のプロジェクト対象郡に限定された点（オロミア州にて CBN

活動を展開しているのは本プロジェクトだけではないために効果が適切に計れないこと等から）、

そしてこれまでボランティア（VCHW）を対象としていた活動・研修等を、VCHW/Development 

Army（DA）という記述を追加することによって、将来の新制度導入といった制度の変更後にも

柔軟に対応できるようにした。また、これまでの PDM で重複のあった成果指標や活動も精査し、

適切なものに修正した。 

 

表－12 PDM 1 から PDM 2 への比較表 

PDM1 PDM2 説 明 

2．上位目標   

要約   

オロミア州において、栄

養不良である 5 歳未満児

と妊産婦・授乳婦の割合

が減少する。 

修正： 

（プロジェクト）対象郡

において、栄養不良であ

る 5 歳未満児と妊産婦・

授乳婦の割合が減少す

る。 

オロミア州では CBN 活動を全郡で展開

する計画が既にあり、またこれを実施し

ている主体も本プロジェクトのみではな

い、また同州において、栄養改善に関す

るさまざまな取り組みが実施されている

ため、当目標に関する本プロジェクトの

純粋なインパクトを図ることが難しい。

3．プロジェクト目標   

(1) 指標   

指標 3：5 歳未満児のう

ち 90％に初乳が与えら

れる。 

削除 指標 1 とほぼ重複している。 

指標 5：5 歳未満児の

60％が少なくとも 3 種類

の食品を与えられる。 

修正：5 歳未満児の 15％

が少なくとも 3 種類の食

品を与えられる。 

2010 年 3 月に実施された運営指導調査で

15％と下方修正され、承認されたが、修

正バージョンである PDM1 にこれまで変

更が反映されていなかった。 

指標 6：妊産婦の 80％が

産前ケアを受ける。 

削除 COBANA プロジェクトは産前ケアを奨

励しているが、プロジェクトとして介入

活動は実施していない。 

指標 8：産前ケアを受け

た妊産婦の 60％が鉄剤

を摂取する。 

修正：60％の妊産婦が鉄

剤を摂取している。 

COBANA プロジェクトは産前ケアを奨

励しているが、プロジェクトとして介入

活動は実施していない（現在鉄剤の HP

への補給は滞りがちであるが、本配布事

業への世銀の介入により、今後は改善が

見込める模様である）。 
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PDM1 PDM2 説 明 

指標 9：妊産婦の 40％が

駆虫剤を摂取する。 

削除 妊産婦のための駆虫剤の補給は HP レベ

ルにおいて滞っている。 

(2) 前提条件 

対象別食糧支援プログ

ラムが対象郡をカバー

している。 

修正：プロジェクト対象

郡のうち、対象別食糧支

援プログラム対象とさ

れている郡が食糧支援

を受けている。 

対象別食糧支援プログラムは COBANA

プロジェクト対象郡のすべてをカバーす

る前提ではなく、そのうち特に食糧不足

地域と指定されている一部の郡のみが対

象となっていることが判明。 

成果 2 

(1) 指標 

指標 2-4：妊産婦の 45％

が鉄剤を摂取している。 

削除 プロジェクト目標 8 と重複している。 

指標 2-5：栄養カウンセ

リングにかかわる公的

集会の開催数が増加す

る。 

削除 成果 1 の指標 4 と重複している。 

成果 3 

(1) 指標 

指標 3-1：HP において合

併症を併発している重

度栄養不良児の 25％が

上位の医療機関にリフ

ァーされる。 

修正：HP において合併

症を併発している重度

栄養不良児の 90％が上

位の医療機関にリファ

ーされる。 

ORHB は重度栄養不良児に対するリファ

ーラル体制構築を今後重要視しており、

そのための体制を整えることを今後の保

健局における重要課題の 1 つと位置づけ

ている。 

 追加 

指標 3-4：HC に配置され

ている HP 監督員（HC の

医療スタッフである）の

80％が CBN 研修を受講

している。 

HC スタッフが HP に対し監督責任を負

うシステムに変更となった。 

成果 4 

(1) 指標 

指標 4-1：ORHB によっ

ては年 2 回、県保健局に

よっては四半期ごとに

郡保健事務所と管轄医

療施設に対して定期的

監督・指導が実施され

る。 

修正：ORHB（CBN 担当

を含む母子保健専門家

チーム）、県保健局、郡

保健事務所、HC 長の C/P

のうち 90％が四半期ご

との CBN 活動レビュー

会議に参加する。 

州保健局による郡保健事務所の監督指導

は実施されているものの、COBANA プロ

ジェクトとしてはレビュー会議への州の

積極的な関与を必要としている。 



－28－ 

PDM1 PDM2 説 明 

指標 4-2：HEW の 95％が

郡保健事務所と HC によ

る定期的監督指導を受

けている。 

修正：HC の 95％が郡保

健事務所による定期的

監督指導を受けている。

保健分野における監督指導システムの新

体制に合わせた。 
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第６章 団長総括 
 

今回の COBANA（Community Based Nutrition Approach）プロジェクト中間レビュー調査団に参

加して、特に重要だと感じた点は、①評価のための指標を測る調査（ベースライン、ミッドライ

ン、エンドライン）がいかに正確であるべきかということ、②そして、プロジェクト目標を達成

するために母子の行動変容の要的媒体となるヘルスボランティアの制度をいかに確保するかとい

うこと、③さらには、他ドナーと横並び支援型のプロジェクトでいかに JICA の特徴を出すかを

考えていくかということである。 

 

(1) 指標のための調査 

指標の値からみる限り、本プロジェクトの上位目標は中間レビューの時点で既に達成され

ているし、プロジェクト目標もある程度達成されている。しかし、その一方で、アウトカム

に関する指標をみる限りでは、活動はまだ十分に進捗していないと判断される。活動はまだ

十分でないが、既にプロジェクトの目標をクリアしてしまったという矛盾があった訳であ

る。ここで検証しなければならないのは、指標のためのデータは正確であったかどうか、指

標（子どもの栄養状態）の改善とプロジェクト活動との間にどのような因果関係があったか

である。中間レビューでどこまで統計学的な分析を精査できるかには限界があるので、デー

タ収集や分析について質問したり、他ドナーのデータと比較するなどしてその信頼性を確認

することを試みた。ミッドライン調査のデータは UNICEF の出している CBN 対象地域のデ

ータともある程度近いこともあり、信頼性は高いのではないかとも思われた。そうするとベ

ースラインデータに問題があり、その時点で正確に把握ができていなかった可能性が考えら

れる。実際にベースライン調査のデータの信頼性には問題があったため、いくつかの指標を

DHS のデータに代替した経緯がある。このような点を考えると、実際に劇的な改善があった

のか、なかったのかが不明瞭となり、評価を下すことが非常に難しくなってくる。そして、

指標のためのデータの収集と分析は、すべての時点で正確に行われなければならないという

ことと、調査の実施時期（季節）、調査の対象地域、対象グループ、調査方法を厳格に規定

することも重要であるとつくづく感じる。プロジェクト目標に直結する行動変容などのデー

タをとる場合は、二重三重に質問を設定すると同時に、それぞれの質問の聞き取り方法に関

しても統一した方法を予め規定して、それをベースラインからエンドライン調査まで同じよ

うにして応用することが重要である。エンドライン調査では、プロジェクトの活動が、いか

にプロジェクト目標や上位目標に影響を与えたかをある程度推測できるような調査設定と

分析が求められる。コスト的な問題もあるので大規模な調査は期待できないが、評価という

ことを考えるとこのようなことがより重要であるといわざるを得ない。この辺の問題は、単

にプロジェクトだけの問題ではなく、JICA 全体として取り組むべき課題でもあると思われ

る。 

 

(2) ボランティア制度の確保 

本プロジェクトは、CBN プログラム活動を展開することを基本としているため、コミュニ

ティで住民へ直接介入をする VCHW の活動の促進をめざしている。このようなプロジェク

トの活動に直結するボランティア制度が、連邦政府の意向もあり政策変更の危機に直面する
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ことになった。新たに導入された制度がプロジェクト活動とどれだけ整合するか未知な部分

が多く、CBN プログラムを促進しているドナーの一大懸念事項でもあり、調査団もその情報

収集と関係者との協議を行ってきた。最終的には、ORHB としては、従来どおり VCHW の

制度を活用する方針を明示したため、取りあえず、新制度との協調についての具体的な活動

は必要とするが、これまでのアプローチを継続することが可能となり危機的状況を脱するこ

とができたように思われる。しかし、予断を許さない状況であることは間違いない。 

プロジェクトとしては、この VCHW の人材活用をいかに継続させるかどうかが、プロジ

ェクトの成果の持続性にかかってくるため、その対応が必要となってくる。コミュニティに

おける VCHW の実態、モチベーション、インセンティブ、ステータス、問題点などを洗い

出すとともに、いかに彼ら彼女らのモチベーションを引き出せるかを明確にして、それを活

動のなかに組み込む必要もある。また、制度的にまだ何の保障もないなかで、VCHW が独自

に任務を遂行することには課題も大きいことから、オロミア州バージョンとしてでも、制度

を確立する必要がある。VCHW が HIV や EPI（予防接種拡大計画）など他セクターとの掛け

もち活動をしているのであれば、それらのセクターとの話し合いを持ち、かつ同州で活動し

ている UNICEF や WB も巻き込んだ形で、制度を確立するためのガイドラインづくりなどは、

必要不可欠な動きであると思われる。プロジェクトチーム内からはこのガイドラインづくり

を進める考えも出されていることから、JICA がイニシアティブをとり、このガイドラインづ

くりが推進されれば、プロジェクトの持続性と JICA の特殊性の確保といううえでも大きな

成果といえる。また、この制度の活用は、HDA 制度を妨げるものではなくむしろその HDA

システムとの協調があって初めてコミュニティでの健康栄養改善促進が効率的に実施され

る筈である。「VCHW」とか「ガイドライン」という名称が連邦政府とのわだかまりを引き

起こすような場合は、VCHW の名称自体を変えるとか、ガイドラインを戦略ペーパーのよう

な名称に変えて進めれば良いのではないかと思う。 

 

(3) 横並び支援の難しさ 

CBN プログラムは、オロミア州の中で UNICEF と横並びの形で、JICA も支援しているが、

競合する相手としては、手ごわい相手であることは間違いない。しかし、元を正せば、UNICEF

が生み出した CBN プログラムを他ドナーが同時に支援しているという点では、既に UNICEF

にあるさまざまなスキルを COBANA プロジェクトに提供するのは当然のことであり、かつ

協力を惜しまないはずである。そういう意味では、COBANA プロジェクトは、積極的に

UNICEF のプロジェクトを視察し、関係者から現場でのアプローチ方法を学ぶ必要がある。

現時点では、UNICEF のフィールドで得られたサービス・デリバリーの方がかなり勝ってい

るようである。その誘因は何なのか、実際に活動している VCHW のモチベーションはどう

なのか、徹底的に調べてみてはどうだろうか。調査結果にはトリックがあるかもしれない。

リフレッシュトレーニング直後に調査を実施したかもしれないし、ボランティアに何かイン

センティブを与えているかもしれない。単純な比較をすることはできないので、その差が何

によって引き起こされているのか、調べる必要がある。UNICEF の通常の手法が勝っている

ものであれば、それを COBANA プロジェクトにもとり入れるべきであるし、また使用して

いる手法に改善を加えられるものであれば、積極的に改善を加えてベターなものにすべきで

ある。ORHB からは、JICA プロジェクトがイニシアティブをもって作成した HEW のスーパ
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ーバイズの様式に対する共感の声が聞かれた。新しいものを作り上げるときの重要なコツ

は、プロジェクトが作成したことを前面に出さずに、ORHB 関係者が作成したというオーナ

ーシップの気持ちを醸成することである。そういう意味では、UNICEF のマテリアルはコン

サルタントが作成したものを活用していることが多いので、もしオロミア州関係者で何かマ

テリアルを作成できれば、関係者の愛着とその活用度も高くなり、持続性も確保できるので

はないかと思う。 

残されたプロジェクト期間はそれほど長くはないが、新鮮な気持ちで、プロジェクト専門

家の技術力を発揮すれば、新たな JICA・オロミアバージョンの取り組み手法が開発されるこ

とはそう難しいことではないような気がする。陰ながら応援したいと思う。 
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第７章 提言と教訓 
 

７－１ 提 言 

プロジェクトの残り期間でプロジェクト目標の達成を確保し、プロジェクト終了後も効果的な

慢性栄養不良予防のためのシステム維持を確保するために、下記の提言を行う。 

 

(1) プロジェクトへ（日本人専門家と ORHB） 

1)  既述のとおり、2010 年の運営指導以降、毎月定例会議が開催され、コミュニケーション

には一定の改善が図られた。その一方で、活動計画が十分に共有されていなかったり、本

プロジェクトへのオーナーシップが醸成されていない面も散見された。その要因はコミュ

ニケーションや協同作業が限定されていると思われるところであり、より一層のコミュニ

ケーションの改善と作業の協働化（活動計画の共同作成等）を推進することが望まれる。 

2)  プロジェクト目標の達成に向けて多岐にわたる活動が展開されているが、プロジェクト

目標達成との因果関係、アウトプットを達成させるための活動の具体的な実施方法や最適

な投入については、個々の専門家がそれぞれの成果を出すだけでなく、プロジェクトとし

ての総和を発揮させるため、プロジェクトチーム全体で十分に整理する必要があると思わ

れた。こうした点から、この段階で改めて、プロジェクト活動の優先度に応じた、タイム

リーな投入・介入に留意することが望まれる。 

3)  これまでの実施プロセスにおいては、専門家間の引継や、（不可抗力な個別の事情があ

ったことにも起因していると思われるが）個々の業務範囲は計画どおりに遂行されてきた

ものの、責任が曖昧な面もみられた。こうした側面が活動の進捗の遅れや成果の達成に少

なからず影響したと思われる。ひとつのプロジェクトチームとして効率的・効果的に成果

を出すためにも、プロジェクト作業工程表をもとに、責任分担の明確化、投入の適切な配

分を徹底することが望ましい。 

4)  現在ボランティア制度は過渡期にあるが、今後導入される HDA 制度に関してはプロジ

ェクト活動と効果的に統合させ、より効果的な介入の一助とするためにコミュニティや対

象郡の関係者と議論しながら、ボランティア、HDA それぞれの役割、責任範囲を明確する

など今後の工夫が求められる。 

5)  プロジェクト終了の 2013 年以降も対象 10 郡において持続性のある活動が継続されるよ

う、予算措置も含めた ORHB による支援が求められる。持続性の項で既述のとおり、コス

トシェアリングがなされていない現段階では、プロジェクト終了後の予算措置を確実なも

のにするためにもプロジェクト後半で ORHB とプロジェクト側でどのように（どのような

予算ソースが可能であるか）予算を確保するか十分に議論をしておく必要がある。 

6)  今回、ORHB より機能強化が宣言された対象地域の HC における TFU については、今後

更なる強化が求められる HP と医療施設（クリニック、ヘルスセンター、病院）間の連携

強化にも密接に関わってくることから、ORHB 側の主体的な実施の徹底が求められる。 

7)  プロジェクト終了後にも全国的な拡大が予定されている CBN 活動に対し、当プロジェ

クト実施からの教訓・提言を取りまとめ、州保健局及び連邦保健省に広く共有していくこ

とが望ましい。 
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(2) 郡保健事務所へ 

郡保健事務所に置いては、これまでプロジェクトによって供与された機材（バイク等）の

燃料費の配分も含め、維持管理を徹底する（供与時の合意書に維持管理は郡保健事務所にあ

ると明記されている）。 

 

７－２ 教 訓 

本プロジェクトの経験から他のプロジェクトへの教訓として、下記の点をあげる。 

 

(1) 活動コンポーネントが多岐にわたるプロジェクト、また調査手法の厳格な統一が重要なプ

ロジェクトを形成する場合には、プロジェクトのマネージメント体制（専門家の最適な派遣

形態等）をも視野に入れ計画することが求めらる。例えば本プロジェクトのようにベースラ

イン・ミッドライン・エンドラインと、比較的厳格な統一規格のもとでなされるべき調査が

付随しており、専門家の入れ替えに伴って手法も変わってしまうのは得策ではないため、業

務実施型での実施にするなど、工夫が求められる。 

 

(2) 本プロジェクトのような援助協調の下にデザインされたプロジェクトでは、先行ドナーか

らより有効なアプローチを学び取る努力も求められる一方、JICA 技術協力プロジェクトの比

較優位（きめ細かい技術協力等）も意識し、その特異性と有効性をアピールしつつ進めるこ

とが望ましい。 
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